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知的ネットワーク形成への取り組み 
四半世紀にわたる学研都市づくり 多数の研究機関の集積 
アジアとの歴史的交流の蓄積 アジアからの多くの留学⽣ 

 

地域の多様な都市ストック 
豊富な住宅ストック 外国⼈対応の教育・医療機関 国際会議開催等コンベンション活動施設 

アジアの主要都市・⽇本各地との交通ネットワーク 脊振を囲む環状交通ネットワーク 

21 世紀科学の知の拠点－『サイエンスフロンティア九州』 

〜科学の未来に挑戦する国際研究教育特区の実現〜 

国際研究教育特区 

ＩＬＣ研究所 
⼈類誕⽣以来の「知」のフロンティア 

世界の頭脳集積・発信 
アジアの⼒の結集 

世界への貢献

○地域の都市ストックの活⽤ 
○交流･滞在環境の充実 

○ＩＬＣ研究所による社会還元 
○国・地域等による企業の成果

活⽤⽀援 

Vision ２：産業 
新時代のイノベーションへの貢献

○未来を切り拓く⾼度⼈材の育成 
○社会における科学理解の促進 

Vision １：教育  
世界で活躍する⼈材の育成 

Vision ３：都市形成 
既存基盤を活⽤した国際研究教育都市づくり
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◆構想の基本方針 

九州、脊振地域の有する多様な既存ストックを活用し、教育、産業、都市形成を促進 

国際研究教育都市の形成の基本方針は、九州が有する歴史、文化、学術、産業、都市の多様なストックを
活用し、ＩＬＣ研究所の人類共有財産としての成果を最大化するという視点から次の 3つのビジョンを掲げ
ている。 

Vision １：教育 世界で活躍する人材の育成 
①未来を切り拓く高度人材の育成 
＜高等教育＞ 
・長期プログラム(大学院型)：ＩＬＣ研究所と大学・研究機関との連携型大学院による理工系人材の育成 
・短期プログラム(インターン型)：ＩＬＣ研究所との連携による理工系・文系のイノベーション人材、エン
ジニアの育成 
・内外の大学院・研究機関との協働：学位取得・単位互換、他分野との連携 
＜初等・中等教育＞ 
・科学リーダー育成プログラム：ＩＬＣ研究所と中等教育との連携による次代の人材育成 
・国際感覚養成プログラム：ＩＬＣ研究所と国内外の初等・中等教育との連携による国際人材の育成 
・国際教育基盤の拡充：国際学級、インターナショナルスクール拡充によるこどもたちの国際感覚の醸成 
②社会における科学理解の促進 
・こどもから大人まで日常的に科学に触れる場づくり：ＩＬＣコミュニケーションセンター設置、サイエン
スコミュニケーター育成、科学体験プログラム、親子サイエンスキャンプの実施 
・博物館等ネットワークの構築：内外の博物館等とネットワーク構築・相互の情報発信 
・科学ツーリズムの推進：九州の産業遺産資源等との連携による新たな観光メニュー開発 

Vision ２：産業 新時代のイノベーションへの貢献 
①ＩＬＣ研究所による社会還元 
・ＩＬＣ研究所における技術開発成果の社会還元：技術開発成果の活用促進、共同開発的調達の効果拡大、
ＩＬＣ研究所・企業のコミュニケーション支援 
②国・地域等による企業の成果活用支援 
・企業の成果活用の支援：支援機関による技術移転・製品化の支援により、企業の技術高度化を推進 
・九州の産業集積との連携：技術移転、共同開発の推進による九州の産業集積と相乗効果の拡大 

Vision ３：都市形成 既存基盤を活用した国際研究教育都市づくり 
①地域の都市ストックの活用 
・居住環境：豊富な住宅ストック、外国人対応の教育・医療機関の集積 
・交通基盤：アジアの主要都市・日本各地との交通ネットワーク、脊振を取り巻く環状交通ネットワーク 
・コンベンション：国際会議開催等のコンベンション活動の豊富な実績 
②交流･滞在環境の充実 
・交流促進、居住・滞在支援：研究所スタッフ・ユーザー・家族の交流促進、居住・滞在支援、ワンストッ
プサービスの充実 

◆構想の目的 

科学の未来に挑戦する国際研究教育都市づくり 

ＩＬＣ研究所と、ここで生み出される「知」は人類の共有財産となるものである。そのため、世界にとっ
て最も大きな利益をもたらすものであることが求められる。それと同時に、日本、地域の発展にとっても効
果的であることが望まれる。 
九州は、アジアとの文化・学術研究の交流拠点を目指して、アジアとのネットワークを培ってきた。福岡
県、佐賀県は、この世界の成長を牽引するアジアとのネットワークを生かし、21 世紀科学の「知」の拠点と
なる国際研究教育都市づくりを目的とした構想を策定した。 
本構想は、ＩＬＣ研究所のあり方に関する提案と、日本・地域が取り組む施策から構成される。
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【脊振地域周辺の大学・研究機関の集積】※国立、公設（財団を含む）の研究機関から一部抜粋 
 脊振地域を取り巻く地域・都市には九州大学、佐賀大学を始めとした研究・教育機関が多数立地している 

【期待される効果】 
◆教育において 
・世界で活躍する研究者・技術者・技術経営者などの高度人材の育成 
・中等教育においては、体験型・問題解決型学習による次世代の科学・技術を担うリーダ人材の育成 
・初等・中等教育における、国際感覚を有する人材の育成、次世代の科学・技術人材の裾野拡大 
・こどもから大人まで幅広い層の科学理解の増進 
◆産業において 
・ＩＬＣ研究所における先端技術開発成果の移転、共同開発型調達の効果的な実施によるＩＬＣ研究所・企業
双方の技術力等の向上 
・国際研究機関との取引による中小企業の技術力・信用度の向上、世界への展開 
・九州に集積する産業との相乗効果の拡大 
◆都市形成において 
・地域の都市ストック活用による低コストでの整備を実現 
・滞在・交流支援のワンストップサービス提供などにより、研究所スタッフ・ユーザー・家族の安全・安心な
滞在・居住を実現 
・国際研究機関立地による新たな観光資源、観光メニューの開発による交流人口の増大 
【経済波及効果】                

◎算定条件 
・GDE『ILC Reference Design Report』(2007)に基づき、総務省『平成
17年(2005 年)産業連関表』、経済産業省『平成 17年九州地域産業連
関表』を用いて算定 
・建設期間 8年間。建設費(国内調達額 50％、立地国負担率 50％)、試
運転期電力料金(同 100％、67％)、試運転その他経費(同 33％、33％)、
研究所員消費額を産業連関表に投入して算定 
・運用時は、電力料金(国内調達額 100％、立地国負担率 67％)、その
他経費(同 33％、33％)、スタッフ・ユーザー消費額、訪問者・MICE
による消費額を産業連関表に投入して算定 
・建設時は１０億円の位、運用時は１億円の位を四捨五入して表記 
・試算に含まれていない費目：測定器（数百億円を国際分担）、用地費
（数十億円）、関連公共事業費（交通基盤・生活基盤は概ね整ってい
るため） 

ＩＬＣ検討ゾーン
周辺⼈⼝ 306 万⼈ 

建設時（８年間累計）
区分 研究所員消費
経費 ―
　内 立地国負担分 ―

国内経済波及効果 1,800 億円
(1,100)       

　合計

運用時（１年あたり）
区分 研究所員等消費
経費 250 - 320 億円 ―
　内 立地国負担額 140 - 170 億円 ―

380 - 430 億円 240 億円
(310 - 340)     (150)       

670 億円
490)

　合計
　（内 九州内）

9,300 億円

運用

国内経済波及効果
（内 九州内）

630  - 
(460  - 

建設

（内 九州内） (2,300)       

(3,400)
11,000 億円

　（内 九州内）

8,000 億円
4,000 億円
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実現のためのポテンシャル〜九州の知的資源、アジアとのネットワーク〜

福岡空港(2012 年 3 月末) 
○国際線 
ソウル プサン 済州 北京 上海 大連 
瀋陽 青島 天津 広州 武漢 台北 香港
マニラ バンコク ハノイ ホーチミン 
シンガポール グアム ホノルル  
○国内線 
東京 札幌 仙台 いわて花巻 成田 
新潟 小松 信州まつもと 静岡 
名古屋(中部)(小牧) 関西 大阪 出雲 
松山 徳島 高知 福江 天草 対馬 
宮崎 鹿児島 屋久島 奄美大島 沖縄 
 

佐賀空港(2012 年 3 月末) 
○国際線 上海 
○国内線 東京 
 
国内外ハブ空港とつながる福岡空港 
国内：東  京（50 便/日） 

中 部（9便/日） 
成  田（8 便/日） 
関  西（４便/日） 

海外：ソウル（9 便/日） 
台  北（4 便/日） 
上  海（3 便/日） 
北  京（2 便/日） 
香  港（2 便/日） 

九州圏内をつなぐ交通網 九州の知的資源 
○大学：81校、学生数 248 千人(2010 年) 
福岡県・佐賀県 36 校、133 千人 
○国立大学理工系学生定員 
２県で 2,714 人(2010 年) 
東京都に次ぐ理工系学生の集積 
○九州の留学生数 18,057 人(2010 年) 
福岡 9,665 人、佐賀 404 人(2010 年) 
留学生の大多数はアジアから 
○国際会議開催数 
福岡市は東京に次ぐ第２位の 216 件(2010 年) 
九州大学は会場別開催件数全国 1位(2010 年) 
 
国際研究教育都市としてのポテンシャル 
○九州人口 1,460 万人、２県で 592 万人 
福岡 507 万人、佐賀 85万人(2010 年) 
○脊振地域周辺人口 306 万人 
○九州の外国人登録者数 10 万人 
２県には約 6万人居住 
○九州内の高速交通網：九州新幹線、九州縦貫自動
車道、九州横断自動車道により圏内交流が活発化

脊振地域 

アジアとつながる九州 
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 はじめに  
 

歴史的、文化的にアジアと日本のクロスロードに位置している九州が、アジアの発展に積極的に貢

献するため、九州北部に「アジアの文化・学術交流拠点」を構築することを目指したアジアス九州構

想の策定から、20 年近い月日が流れた。 
 

今、九州北部には、多数の大学・研究機関が集積し、産学連携の実績も積み重ねられている。 

また、この地では、１万人を超える留学生が学んでいるだけでなく、優に 200 件を超える国際会議

が毎年開催されるなど、盛んな国際交流も実現している。 

長年の取り組みの成果がこのように現れ、「アジアの文化・学術交流拠点」という夢は、実現に近づ

きつつある。  
 

しかし、この 20 年は、アジアの発展、グローバル化進展の時代でもあった。 

世界におけるアジアの存在感は、もはや当時と比ぶべくもなく、また、世界を視野に入れずに地域

の明日を語ることはできない時代となっている。 

そして、次の時代における発展の鍵となるのは、文化の多様性と目されている。 

多様な文化の共存による触発や融合が、新たな「知」を生み出していく。 

その基盤となるのが、多文化共生社会の構築である。それは、異文化との触れ合いが、日常風景と

して溶け込んだ地域をかたちづくるということである。 
 

20 年の取り組みの成果として、今、この地には、多くのアジアの人々が集っている。しかし、さら

なる発展のためには、この成果を質的にも量的にも拡大することが必要な時代となった。 

それは、アジアとの交流のさらなる拡大と、欧米など多様な地域の人々との交流の拡大が、夢の実

現の鍵となったということでもある。 
 

こうした状況の中、この地が国際リニアコライダー研究所の候補地となった。  

これこそが、夢へと向かう地図にはまるべき最後の欠片なのではないか。 

そう考えた我々が、その実現にあたっての課題について、教育、産業、都市形成の３つの視点から

検討を加え、導き出した方針が、この構想である。  
 

人類の文化や文明を支えてきたものは、いつの時代も基盤となる「知」であった。 

歴史的にアジアとの文化・文明の交流窓口であった九州が、今また、知的基盤の強化において、そ

れにふさわしい役割を果たすことが、アジアス九州構想の掲げた目的であった。 

アジアが世界の第三極と言われるまでに発展を遂げた今、その力を結集し、基礎研究を通じて、人

類の共有財産である知の創出や、世界を導いていく人材の育成に大きく貢献することも夢ではなくな

っている。  
 

ここ九州を、文化と人材を育む地と成し、そして、この地に育ち学んだ人々が、世界で活躍し、人

類に貢献する。  

その願いは今も変わらない。 

 



 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．構想検討の出発点 
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１．構想検討の出発点 

（１）国際研究教育都市像 

国際リニアコライダー（ＩＬＣ）研究所を擁する都市は、次の３つの集中が起こる地域となる。 

 
◇世界の人材 

物理学者だけでなく、第一線の応用科学者、技術者の集結 

世界各国からの大学院生などの留学生の集結 

◇世界の技術 

広範な技術分野における最先端技術の集結 

ＩＬＣ研究所に集結した人材による技術開発、あるいは企業との共同開発の実施 

◇世界の関心 

ヒッグス粒子存在のヒント発見が大きく報道されたことが示している、関心の集中 
 

このような集中が起こるのは、ＩＬＣ研究所が、人類共通の謎に挑む「世界研究所」であること

に起因する。 

 
世界の始まり、万物の根源、力の源、空間とは何か、時間とは何か、こういった問いは、人類の

文化・文明の発祥とともに生じ、それらの解釈は、神話、宗教、あるいは自然哲学と、さまざまな

呼ばれ方をしてきた。 

しかし、古来人々の関心の的であったという点において違いはない。 

そして、これら人類が古来問い続けている根源的な問いに対して、科学という方法論に則り、最

先端技術の結集という手段を用いて挑戦するのがＩＬＣ研究所である。 

 

各国政府の支援のもと、世界中から集結した研究者によって解き明かされるであろう謎は、新た

な「知」として人類の共有財産となるものである。 

このように、ＩＬＣ研究所と、そこから生み出される「知」は、国際公共財としての性格を有し

ていることから、ＩＬＣ研究所を核とする都市像の検討においては、「世界にとって最も大きな利益

をもたらす」という観点が出発点となる。 

 

人材、技術、関心が集中するという特徴は、そこから、人材、技術、情報が発信されるという特

徴をも意味している。 

人類の叡智が集結するＩＬＣ研究所を擁する都市を、どのように構築すれば、世界へ向けて、人

材、技術、情報を豊かに発信できる地域とすることができるのか。 

そういった観点から、この構想は検討されたものである。 
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（２）基礎科学の意義・役割 
 

街に出て聞いてごらん、 

ジュネーブ市民は、みんな知ってるよ！ 
 

ＣＥＲＮ1が立地しているジュネーブ市の職員は、そう答えた。 

先行事例調査のため、ＣＥＲＮとジュネーブ市役所を訪問したのは、ＣＥＲＮからイタリア・グ

ランサッソ研究所に打ち出されたニュートリノが、光速を超えたという発表の真偽が取り沙汰され

ていた頃であった。 

超光速ニュートリノ問題についてとうとうと語る彼に、「あなたは詳しいかもしれないが、一般市

民はどうなんだ」と問いかけた際の答えがこれである。 

彼の発言は、科学が文化として市民の間に浸透していることの証左であり、それを裏付ける調査

報告も存在している2。 

はたして我々は、日本において、彼と同様の発言をすることができるであろうか。 
 

基礎科学の意義・役割とは何かという点を明らかにするために分類を試みれば、次のように大別

することができるだろう。 
 

      １．文化への寄与 

      ２．教育への寄与 

      ３．産業への寄与 
 

もともと科学とは、素朴な疑問に対する答えを見つけるための知的好奇心に端を発するものであ

る。 

たとえば、空は昼間は青いのに、どうして夕方は赤くなるのだろうといった問いに対する答えを

求める営みこそが、科学なのである。 

すなわち、科学の本来の役割とは、未知を探求し、「知」を集積することにより、文化を醸成する

ことにある。 
 

また、科学のこのような性質は、そのまま教育に結びつくものである。 
 

しかし、日本における科学の受け入れは、それとは異なり、産業への寄与を主たる目的とするも

のであった。 

明治９年に来日した東大医学部のお雇い教師であり、日本近代医学の父とも呼ばれるベルツは、

彼の滞日 25 周年を記念する祝賀会において、次のような苦言を呈している。 
 

「かれら※お雇い教師（編注）は種をまき、その種から日本で科学の樹がひとりでに生えて大きくなれる

ようにしようとしたのであって、その樹たるや、正しく育てられた場合、絶えず新しい、しかもま

すます美しい実を結ぶものであるにもかかわらず、日本では今の科学の「成果」のみをかれらから

受取ろうとしたのであります。この最新の成果をかれらから引継ぐだけで満足し、この成果をもた

                             
1 欧州合同原子核研究機構、CERN は、 Conseil Européen pour la Recherche Nucléaire の略。 
2 文部科学省 科学技術政策研究所『日・米・英における国民の科学技術に関する意識の比較分析』によれば、科学

技術に関する情報の入手方法は、家族・友人の話：日 30.0%, 米 57.7%, 英 55.6%、仕事の場：日 15.6%, 米 40.7%, 

英 40.0%、学校（学生の場合）：日 3.8%, 米 26.3%, 英 21.3%という結果となっている。 
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らした精神を学ぼうとしないのです。」3 
 

明治から、大正、昭和を経て、平成の世に至るまで、この状況に大きな変化がなかったことは、

次の図表からも明らかである。 

これらの図表が示しているのは、次のような点である。 
 

・日本の大人は、科学に関して、相対的に低い知識しか有していない 

・日本の子供は、科学に関して、相対的に高い知識を有している 

・日本の大人は、科学に関して、相対的に低い関心しかもっていない 

・日本の子供は、相対的に、理科の勉強を楽しくないと感じている4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

                             
3 菅沼竜太郎訳『ベルツの日記（上）』岩波文庫 
4 ＩＥＡ国際数学・理科教育動向調査の 2007 年調査（TIMSS2007）によれば、日本の中学２年生は、理科得点は３

位（４８か国中）、理科の勉強は楽しいと答えた生徒の割合は２７位（２９か国中）となっている。 
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図表1-3 科学技術に対して関⼼を持っている⼀般市⺠の割合
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図表1-1 科学技術基礎概念の理解度（共通11問の正答率）
正答率

注）1.調査年度は、⽶国1999年、⽇本・ＥＵは2001年、
ＥＵ候補国(13か国)は2002年。

出典：平成16年版 科学技術⽩書
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図表1-2 ⼤⼈の科学技術に関する理解度と
⼦どもの学⼒（我が国を含む25か国）

⼤⼈の理解度（正答率％）

⽇本
⼤⼈の理解度
：25か国中22位
⼦どもの学⼒：同2位

上位12か国

下位13か国

⼤⼈の科学への関⼼の⾼さ

注）1.⼤⼈の科学技術に関する基礎概念の理解度は、
各国に共通の13の問題に対する平均正答率である。

2.⼦どもの学⼒は、OECDによるPISA2003年調査
出典：平成18年版 科学技術⽩書

⼦どもの学⼒：平均得点合計

資料：図表 1-3、4 は、⾵間晴⼦｢⼤学の物理教育 1998-2 号」より 
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これらの資料からは、子供の頃は、受験圧力により高い成績を維持しているが、興味・関心を失

うにつれて、相対的な知識レベルが低下していくという構図を見て取ることができる。 

また、親が科学に無関心なら子供も無関心というように、科学への無関心が世代を超えて受け継

がれる「無関心の再生産」という悪循環への懸念は、平成 18 年度の科学技術白書において指摘され

ているところである。 
 

白川英樹博士が、日本の現状について語った「これをひとくくりにまとめると、若者の理科離れ

ではなくて、むしろ社会の理科離れではないかと思っています。」5 との言葉は、こういった状況を

端的に表現しているものといえるだろう。 
 

1999 年、ユネスコと国際科学会議の共催により開催されたブダペスト会議以降、そこで科学の役

割の一つとして示された「社会のための科学」という視点が強調されるようになっている。そのた

め、現在では、科学者による社会への説明のための取り組みも盛んに行われている。 

しかし、いかに科学の側が社会に近づこうとしても、日本の現状のように、社会が科学に無関心

のままでは、いわば片思いに終わるのは明らかである。 

今、日本で必要とされているのは、「無関心の再生産」という負の連鎖を断ち切り、社会が科学の

意義・役割を正しく認識し、「科学のための社会」を構築することなのではないだろうか。 
 

人材しか資源のない日本の進むべき道は、科学技術立国以外には見出し得ない。しかし、本当に

科学技術立国を目指すのであれば、科学が市民の文化として根付いていることは不可欠の条件であ

る。 

他方、「無関心の再生産」という負の連鎖を断ち切り、日本社会における科学の認識を変革するこ

とが容易ではないことも明らかである。 
 

探求する問いの根源性、実験の規模、注目度といった点において、ＩＬＣは、他のビッグサイエ

ンスとは一線を画している。 

ＩＬＣであれば、日本を変えることができるかもしれない。 

その思いが、この構想検討の出発点となっている。 

 

                             
5 岡本暁子他編『科学技術は社会とどう共生するか』東京電機大学出版局 
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（３）アジアの知の拠点・九州 

日本について書かれた最古の文献、魏志倭人伝6には、日

本本土への上陸地点、脊振地域北岸の末廬
ま つ ら

國に関する記録

が残されている。 

そこには末廬國（唐津、松浦）は、緑豊かで、海の幸に

恵まれた地7であり、隣の伊都國（糸島、福岡）が、国際交

流拠点となっていたことが記されている。 

その後も、官家、大宰府が設置されるなど、古墳時代、

飛鳥・奈良・平安時代と、いつの時代も九州は世界への窓

口でありつづけてきた。 

韓国は目と鼻の先、上海も東京より近いという地理的要

因を考えれば、それは必然であったのだろう。 
 

そして、現代においても、これまでと同じように、九州

の視線は海の向こうにそそがれている。 

九州北部が「アジアとの文化・学術交流拠点」となるこ

とを目指すアジアス九州構想をはじめ、九州大学学術研究都市構想など、アジアとの共生を視野に、

文化・学術・産業に関わるさまざまな知的活動により、知のネットワーク形成、交流基盤の拡充が

進められてきた。その成果として今、多くの外国人研究者や留学生がこの地に集い、「知」の創出あ

るいは人材育成が行われている。 
 

こうしたなか、末廬、伊都を核とする地域が、再び国際拠点の候補地となった。 

強固な岩盤という自然条件を満たす地域は脊振以外にも多数存在し、また、人的、歴史的要因に

よるものではないという意味においても、それは偶然であったといってよいであろう。 
 

人類の共有財産である知を追求するＩＬＣ計画は、世界各国が協力しなければ実現し得ないビッ

グ・プロジェクトである。そのことは、世界の第三極に成長し、これからの世界をリードしていく

アジアの力の結集が、計画実現の不可欠の要素であることを意味している。 

福岡・佐賀に学ぶ１万人を超える留学生の４分の３が中国、１割が韓国から来ていることが示す

ように、九州にはアジアを惹き付ける力がある。また、この地には、学術交流、国際会議などの知

的交流、開発・生産の分業や貿易といった産業交流など、アジアとの濃密なネットワークが形成さ

れている8。 

九州の持つ、この地理的、歴史的、あるいは人的ポテンシャルを最大限に活用すれば、世界の力

の結集を必要とするこのビッグ・プロジェクトの実現も、夢ではなくなるのではないか。 
 

偶然を、再び必然へと変える。 

それが、この構想のねらうところである。 

 

                             
6 三国志魏書東夷伝倭人条 
7 倭人伝から 1,700 年あまりを経た今も同様に、Lonely Planet（世界最大のガイドブックシリーズ）の日本編にお

いて、海産物で知られる呼子の朝市が囲み記事として紹介されている。 
8 アジア・太平洋と結ぶ航空路が２０路線（福岡空港）あることが端的に示している。 

図表 1-5 魏志倭⼈伝抜粋

資料：中村学園大学電子図書館蔵より
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２．国際研究教育都市形成の⽅針 
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２．国際研究教育都市形成の⽅針 

ＩＬＣ研究所と、そこから得られる「知」は、人類全体が共有する国際公共財となるものである。

そのため、国際研究教育都市は、世界にとって最も大きな利益をもたらすものであることが求めら

れる。また、その条件を満たした上で、日本あるいは地域の発展にとっても、効果的であることが

望まれる。 

そのため、ここに示す方針は、ＩＬＣ研究所のあり方に関する提案と、日本・地域が取り組むべ

き施策の提示の双方を含むこととなる。これらについて、本章以降を次のように構成し、教育、産

業、都市形成の３つの視点から、それぞれ提案・提示を行うこととする。 
 

区分 記載章 内容 

方針の提示 ２．国際研究教育都市形成の方針
・ＩＬＣ研究所のあり方の提案 
・日本・地域が取り組むべき施策 

実現可能性の検証 

３．都市形成のポテンシャル 
  （既存資源） 
４．構想実現のステップ 
  （今後の取り組み） 

方針の実現に必要な資源・取り組みを
・既存のソフト・ハードの資源 
・今後、必要となる取り組み 

に分けて検討 

 
ＩＬＣ研究所 
・ＩＬＣ研究所は、素粒子物理の基礎研究機関である。研究は、欧州ＣＥＲＮ、米国ＳＬＡＣ9･Ｆ

ＮＡＬ10、独国ＤＥＳＹ11、日本ＫＥＫ12を始めとして各国の基礎研究拠点と協働・連携により行

われる。また、ＩＬＣ研究所では、世界の最先端技術が開発され、その成果は社会の様々な場面

に活用される。 

 

                             
9 Stanford Linear Accelerator Center:スタンフォード線形加速器センター 
10 Fermi National Accelerator Laboratory:フェルミ国立加速器研究所 
11 Deutsches Elektronen-Synchrotron:ドイツ電子シンクロトロン 
12 Kou Enerugi kasokuki Kenkyuu kikou:高エネルギー加速器研究機構 

ＩＬＣ研究所

素粒⼦物理研究 

宇宙の創成 物質の根源 時空の構造 等
 ⼈類の「知」創出  

図表 2-1 ＩＬＣ研究所の研究活動と成果の展開イメージ 

新素材・物質開発、医学・分⼦
⽣物学、創薬・再⽣医療 等 

加加速速器器技技術術  
検検出出器器・・計計測測技技術術 

⾼⾼速速デデーータタ処処理理技技術術  
シシミミュュレレーーシショョンン技技術術

世界の⼈材、先端技術 

世界各国の⼤学、研究機関、企業等

例：ＣＥＲＮの貢献 
 
WWW、グリッド・コンピュ
ーティング(分散、並列コンピ
ューティング)、等 

先端技術の応⽤による多様な研究開発への展開 

協働・連携

研究開発、技術開発の 
新たな展開へ 

研究成果⾃体の 
応⽤（未来） 
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（１）教育・・・世界で活躍する⼈材の育成 

ＩＬＣの目的は基礎研究にあるが、その研究を実施するためには、広範な技術分野における研究

開発が必要とされる。そのため、素粒子物理学者だけでなく、世界中から、さまざまな分野の科学

者、エンジニア、テクニカルスタッフ、そして各分野の大学院生、大学生が集結する。 
 

そこで、この項で掲げる第一のねらいは、ＩＬＣの実験や研究開発に携わる形で教育を受ける大

学院生、大学生、留学生、外国人研究者の子弟などにとって最適となるような高度人材の育成環境

の構築方針である。 
 

さらに、現在、政府の関係大臣による「グローバル人材育成推進会議13」が設置され、グローバ

ル人材育成の方策が検討されており、平成 23 年 6 月の「中間まとめ」において、次のような求めら

れる要素が示されている。そこで、ＩＬＣ研究所の世界研究所という特質、諸環境を活用し、次代

のグローバル人材の育成を第二のねらいとする。 

◇要素Ⅰ：語学力・コミュニケーション能力 

◇要素Ⅱ：主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感 

◇要素Ⅲ：異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティー 
 

第三は、社会、市民の科学に対する興味や関心を高めるという点である。日本においては、こど

もから大人まで総じて、欧米諸国に比べ科学への興味・関心が低いという傾向があり、このままで

は、科学技術立国は机上の空論に終わることは明らかである。そこで、この社会状況を改善するた

めのＩＬＣの活用方策を提示する。 
 

これらの具体的方策を以下に示す。 

◇高度人材育成(高等教育を中心に) 

・大学院生については、柔軟な教育機能を提供するワールドワイドの連携型大学院大学の構

想、学部生については、文系学生を含む幅広いインターンシップの機会を提供するための

仕組み 

◇こどもたちの国際感覚の醸成(初等・中等教育を中心に) 

・既存システムの活用等による外国人子弟の教育、および世界で活躍できる日本人国際人材

の育成の仕組み 

◇社会における科学理解の推進 

・子供から大人まで幅広い層に向けた情報発信や体験型学習、あるいは参加型サイエンスコ

ミュニケーションの仕組み 

 

                             
13 平成 23 年 5 月新成長戦略実現会議で決定。構成：議長 内閣官房長官、構成員 外務、文部科学、厚生労働、経済

産業、国家戦略担当 
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世界・アジア・⽇本の⼤学⽣、⼤学院⽣、企業研究⽣等 

○○研究機関 ○○⼤学院 

希望する研究機関・⼤学院での
教育研究活動 

図表 2-2 連携型⼤学院⼤学による⾼度⼈材育成 

ＩＬＣ研究所

世界で活躍、未来を切り拓く⾼度⼈材の育成

①未来を切り拓く⾼度⼈材の育成 
【目標】 

未来を切り拓く高度人材の育成 

【取り組み方針１（高等教育）】（中心的役割：ＩＬＣ、大学、研究機関） 

 

○ＩＬＣ研究所と大学、研究機関との連携型大学院設置による高度人材育成 

・長期プログラムの大学院型、短期プログラムのインターン型の実施 

長期プログラム 

大学院型 

○大学院の理工系人材の研究者・技術者の育成プログラム 

○ＭＯＴ14人材の育成プログラム 

短期プログラム 

インターン型 

○文系・理工系人材のプロジェクトマネジメントプログラム 

・ＩＬＣ研究所での研究プロジェクトを活用し、プログラム運営・

マネジメントを現場で学び体験 

○理工系向けのエンジニアとしてのトレーニングプログラム 

・最先端研究の研修により科学・技術スキルの習得 

○国内外の大学院・研究機関との協働 

・連携型大学院は、ＩＬＣ研究所と国内外の大学・研究機関により構築し、学生のキャリアプログ

ラムのニーズに応じた学位の取得や単位互換を可能とする。研究活動を行っている機関での学位

取得が不可能な場合、既存大学の学位取得を可能とする。 

・連携型大学院は、ＩＬＣ研究所の最先端の検出器・計測技術、加速器技術、データ処理技術等と

関連の深い研究分野の機関と連携を進める。例えば、物質開発研究分野や医学・生物分野、また

九州地域のポテンシャルの高い新素材、エネルギー分野との連携を進める。 
 

【期待される効果】 

○世界で活躍する研究者・技術者の育成 

・長期プログラムでは、専攻外の研究教育分野を習得可能とし、学生のキャリアプログラムの多様

                             
14 Management of Technology：技術と経営を戦略的に結ぶ人材、技術版の経営学修士と言われる。 
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なニーズに応えることにより、研究への視野の拡大、新たな分野へ積極的に挑む世界で活躍する

研究者・技術者などの人材育成が期待される。 

○次代の技術経営者、エンジニアの育成 

・文・理工系学生を対象としたプロジェクトマネジメントや最先端の技術開発現場の体験等を通じ

て、技術とマネジメントの双方を習得することにより、企業・組織の次代の事業を継続的に創出

する技術経営者の育成が期待される。 

・理工系分野では、最先端技術や技術革新のプロセスやなどの習得により、世界の多様な産業分野

で活躍する次代のエンジニアの育成が期待される。 
 

【取り組み方針２（初等・中等教育）】（中心的役割：ＩＬＣ、国・地域等） 

 

○科学リーダー育成プログラムの実施 

・ＩＬＣ研究所との連携により、世界で活躍する科学界のリーダー育成プログラムを導入し、サイ

エンティスト・コース、エンジニア・コース等を実施する。 

・コースは、高等学校や高等専門学校等のカリキュラムの一環として実施し、世界最先端の科学・

技術を直接学べる体験教育を行う。 
 

【期待される効果】 

○次世代の科学・技術を担うリーダー人材の育成 

・中等教育において科学、技術開発に関する体験型・問題解決型の学習を通じて、次世代の科学・

技術を担うリーダーとなる人材育成が期待される。 
 

【取り組み方針３（初等・中等教育）】（中心的役割：ＩＬＣ、国・地域等） 

○国際感覚養成プログラムの実施 

・ＩＬＣ研究所との連携により、国内外の初等・中等教育において、インターナショナル・サマー

スクール等の実習・講義プログラムを導入する。 

図表 2-3 初等・中等教育における科学･技術教育、国際感覚の醸成

ＩＬＣ研究所 

地域の初等・中等教育 インターナショナルスクール 

国際学級導⼊ 国際バカロレア認定 国際バカロレア認定 

○科学リーダー育成プログラム 
・サイエンティスト･コース 
・エンジニア･コース 

地域のこどもたち
初等・中等学校

国際感覚醸成 
異⽂化理解 

国際感覚醸成

⾼校・ 
⾼等専⾨学校 

○実習･講義プログラム 
・インターナショナル・ 

サマースクール 

科学・技術教育
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○国際教育基盤の拡充 

・地域の公立・私立の既存学校における国際化教育への取り組みとして、国際学級15や国際バカロ

レア認定校16の拡大、インターナショナルスクールの拡充等により、こどもたちの国際感覚の醸

成の場づくりを図る。 
 

【期待される効果】 

○国際感覚の醸成 

・外国人研究者・技術者、外国のこどもたちとの交流により、国際的な視野を持つことや国際感覚

の醸成が図られ、海外への興味・関心を持つ生徒が増加することが期待され、世界で活躍する将

来の人材育成が期待される。 

○異文化理解の促進 

・初等・中等教育における外国人との日常的な異文化交流により、こどもたちは日本と外国の様々

な違いを学び、異文化を理解することによって世界で活躍する将来人材の育成が期待される。 

○次世代の科学・技術人材の裾野拡大 

・初等・中等教育の段階で科学、技術開発への関心を高め、社会における科学理解の拡大が期待さ

れ、次世代の科学・技術を担う人材の裾野拡大が期待される。 

 

②社会における科学理解の促進 

 

【目標】 

社会における科学理解の促進 
 

【取り組み方針１】（中心的役割：ＩＬＣ研究所） 

○こどもから大人まで日常的に科学に触れる場づくり 

・ＩＬＣでの研究活動、先端技術の情報発信のための機能導入を行う。これを運営するＩＬＣコミ

ュニケーションセンター17の設置。 

                             
15 帰国子女のための受入れや在日外国人のこどもの受入れのための学級が国際学級講師を含めた複数教員により運

営される。 
16 国際バカロレア資格は、国際バカロレア機構が定める教育課程を修了すると得られる資格である。初等・中等・

高等の教育課程それぞれに履修基準があり、課程修了時に修了試験を受ける。 
17 ＩＬＣの広報、技術移転、渉外等の役割を担う部門として仮の総称。 

図表 2-4 サイエンスコミュニケーションの推進 

国・地域・⺠間 
 

九州の科学館、博物館、近代化遺産
施設 等 

 
 

国・地域等の取り組み 
○科学ツーリズム等、観光開発 
○博物館、科学館連携事業 

連携
ＩＬＣ 
コミュニケーション 
センター 

ＩＬＣコミュニケーションセンターの取り組み 
○ＩＬＣの情報発信活動、施設公開サービス 
○児童・⽣徒の教育プログラム 
○こどもから⼤⼈までの体験プログラム 等 

例：サイエンスキャンプ、サマーキャンプ 
参加型科学コミュニケーション ILC＠home 等

ＩＬＣ 
研究所 
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・国内外からの見学者、訪問者に対するサイエンスツアーなどのサービスを提供し、外部とのコミ

ュニケーションを推進する役割を担う。 

・こどもたちや学生などを対象とした教育プログラム18、体験プログラムを提供し、科学理解の増

進を促進する。 

・親子サイエンスキャンプ、サマーキャンプ等への参加により、研究者や技術者との交流、滞在家

族との交流を通じて、サイエンスコミュニケーションの推進を図る。 

・ＣＥＲＮ、ＫＥＫなどで実施されているサイエンスキャンプやインターネットを利用した研究体

験「Zooniverse」「＠home」19など、科学理解の体験プログラムにより、サイエンスコミュニケー

ション活動を推進する。 

・市民向けに最先端科学を分かりやすく紹介する役割を担うサイエンスコミュニケーター20等の人

材育成を、欧米式の教育21も取り入れ、大学等と連携し推進する。 

・科学技術に関する情報発信を行っている既存機関と連携し、素粒子物理学に限らない幅広い先端

科学・最新技術の情報を国内外に発信することにより、ＩＬＣ研究所への注目度を最大限活用し

たサイエンスコミュニケーションの推進を図る。 
 

【取り組み方針２】（中心的役割：国・地域等） 

○博物館等ネットワークの構築 

・地域内外の博物館、科学館等と連携し、各機関が相互に情報発信(巡回展等)を行うなど、連携事

業を展開するネットワークを構築する。 

○科学ツーリズムの推進 

・九州や地域の科学館、博物館との連携、九州の近代化産業遺産資源などとの連携により、地域の

新たな観光メニューとして科学ツーリズムの展開を図る。 

・とくに、近年増加する九州への修学旅行や研修・教育旅行との連携を図り、ＩＬＣ研究所との観

光ネットワークの構築を進める。 
 

【期待される効果】 

○社会における科学理解の拡大 

・ＩＬＣ研究所を核とした最先端科学の情報、科学体験プログラムや親子サイエンスキャンプ等に

よる交流を通じて、市民の科学に対する関心の増大、科学理解の拡大が期待される。 

○サイエンスコミュニケーターの育成 

・ＩＬＣコミュニケーションセンターでのサイエンスコミュニケーターの育成プログラムの導入に

より、このプログラムを活用した、地域の大学、科学館、博物館等におけるサイエンスコミュニ

ケーター育成への取り組みと人材育成が期待される。 

                             
18 科学館と小・中学校の理科学習の融合によるカリキュラムや、大学等による地域の児童生徒への理科実験支援(デ

リバリー実験教室、ティーチング・アシスタント派遣、学生チューターによる実験実施）、企業による理科教育支

援活動(社会人講師活用型教育支援プロジェクト、早期工学人材育成事業)等も実践されている。 
19 膨大な計算を必要とする研究をサポートするため、個人のパソコンや携帯電話の計算能力の一部を提供する仕組

み。素粒子実験のデータ解析・シミュレーションを行う LHC@home、電波望遠鏡のデータを解析し、地球外知性の

探索を行う SETI@home などがある。また、自分の目や頭を使って研究に参加できる、Zooniverse という仕組み

もある。 
20 社会のさまざまな場面において、科学技術について主体的に考え行動するきっかけを与えるなど、人と科学技術

をつなぐことができる人材。国立科学博物館では養成講座を実施。 
21 例えば Laurentian University(カナダ)では 10 ヵ月間の科学コミュニケーションプログラムを実施。 
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（２）産業・・・新時代のイノベーションへの貢献 

基礎科学の主たる目的は、未知の探求による「知」の集積にあるが、研究のための技術開発を通

じて、産業に大きく寄与し得ることも、また事実である。 

ＩＬＣ研究所が、世界各国から巨額の資金を集めて実施するプロジェクトであることを踏まえれ

ば、この効果を最大化するための方策を立て、それを実行することも重要な課題である。 

まず、ＩＬＣ研究所の研究成果、導入される先端技術の産業への寄与のありかたを分類すると、

おおよそ次のようにまとめることができる。 

◇産業への寄与 

成果の分類 概要 

研究成果自体の応用 長期的効果（50 年、100 年のスパン） 

研究のための技術開発による効果  

   ライセンス契約型 リニアモデル（研究→開発→生産→販売） 

   無償開放 ＯＨＲ22等 

調達によって生ずる効果 

（受注企業に生ずるメリット） 

技術力・信用力等の向上により企業が受ける効果 

（物理系ビッグサイエンスに顕著といわれる） 

 

これら産業分野に関する各事項の基本的な方針は以下のとおりである。 

第一に、ＩＬＣ研究成果自体の応用は、長期的視点に立てば、非常に大きな効果を生み出すもの

であるが、現時点で、どのような果実を生み出すのか予測することは困難であるため、これについ

ては触れないこととする23。 

第二に、ライセンス契約型の技術移転については、これまでの大学や研究機関での取り組みの経

験から、人的ネットワークが重要であることが明らかになっている。そこで、脊振地域における既

存システムやネットワークとの連携により、効果的な技術移転の仕組みづくりを図るものとする。 

第三に、無償開放に関しては、ＣＥＲＮで開発された World Wide Web が、現代生活に不可欠な技

術となっていることが示すように、非常に大きな効果を生み出す技術の創出も予測される。ＣＥＲ

Ｎは欧州の共同研究機関であるが、ＩＬＣ研究所は世界の共同研究機関となることを考えると、Ｃ

ＥＲＮ以上に成果の無償開放に適した研究機関と言える。そのため、ＩＬＣ研究所の成果の無償開

放を積極的に展開する方向での取り組みを推進する。 

最後に、大型科学研究プロジェクトにおける調達によって生ずる効果である。この効果について

は、これまで国内ではあまり注目されてこなかったが、ＣＥＲＮやＥＳＡ24を対象とした調査によ

り、大きな産業上の効果を与えていることが明らかにされている。これらの調査結果を踏まえて、

ＩＬＣ研究所の調達効果を産業分野において最大化するための方針を設定する。 

                             
22 Open Hardware Repository：ハードウェアに関する情報の交換を促進するため、配線略図、設計書、電子回路、

回路基板、フローチャートといったハードウェア設計文書の使用、複製、改変、配布などを対象にしたデータ格

納の仕組み（無償）。 
23 例えば、アインシュタインの相対性理論は 1905-16 年に発表されているが、それを応用している GPS カーナビが

普及し始めたのは 1990 年代に入ってからである（GPS 衛星は、高速飛行と、高い高度による低重力の影響によ

り、地上と時間の進み方が異なっており、相対性理論に基づく補正が行われている）。 
24 European Space Agency：欧州宇宙機関。ヨーロッパ各国が共同で設立。 
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①ＩＬＣ研究所による社会還元 
ＩＬＣ研究所は、基礎科学の先端研究施設であり、研究を行うために開発される先端的技術とし

ては、加速器技術、計測・測定技術、高速データ処理技術、シミュレーション技術等があり、これ

らの成果の社会還元を進める。 

【目標】 

ＩＬＣ研究所による社会還元 

 
 

【取り組み方針】（中心的役割：ＩＬＣ研究所） 

○ＩＬＣ研究所における技術開発成果の社会還元 

・ＩＬＣ研究所での多様な技術開発、成果の社会還元を促進するＩＬＣコミュニケーションセンタ

ーの整備。 

・センターは、ＩＬＣ研究所で生み出される様々な技術開発成果等をイノベーション資源としてプ

ール化、社会への還元を推進する。 
 

◇ＩＬＣ研究開発、調達による産業への効果 

分類 細分類 成果等の活用方法 備考 

ＩＬＣ研究

所による研

究開発 

特許になじむ

分野（材料等） 
ライセンス型技術移転の支援 

既存機関との連携による

効率的移転 

上記以外 

無償開放分については、ＩＬＣスタッフ

と産業界のダイレクトコンタクトを基本

とするが、必要に応じて適宜支援 

実例：ＷＷＷ、グリッド・

コンピューティング等 

調達 

開発要素を含

む調達（共同開

発的色彩を持

つ） 

ＩＬＣスタッフと受注者のコミュニケー

ション活性化の支援 

コミュニケーション頻度

と、双方の便益に、相関関

係あり 

既製品の調達 ― ― 
 

＜技術開発成果の活用促進＞ 

・ライセンス型技術移転においては、センターが大学や公的産業支援機関などの既存機関と連携し、

それらの機関が既に有している人的ネットワークを活用し効率的な技術移転を推進する。 

・ＩＬＣ研究所は世界の共同研究機関という国際公共財であり、世界に向けた研究成果の無償開放

国内外 

⼤学・研究機関 ＩＬＣコミュニケーション
センター 

先端技術・製品 
共同開発的調達 

協働・連携

(構想)連携型⼤学院 

既存⽀援機関 
⼤学 TLO・知財部⾨、国・⾃治体⽀援機関等

図表 2-5 ＩＬＣ研究所の社会還元イメージ 

ＩＬＣ研究所
国内外 
⼤中⼩企業 
九州の産業集積

世界へ 

イノベーション資源のプール化 
成果・調達の情報提供 

技術移転のコンサルティング 協働・連携
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に適した研究機関である。そのため、ＣＥＲＮよりも一層の無償開放を進めることにより、産業

界への効果の拡大を推進する。 

・無償開放については、ＩＬＣスタッフと企業とのダイレクトな交流を基本とし、時間とコストを

節約する。センターは適宜支援を行う。 
 

＜共同開発的な調達効果の拡大＞ 

・物理系ビッグサイエンスの顕著な効果として、調達による効果がある25。大学や他の研究機関で

の調達は、既製品の購入が多いが、物理系ビッグサイエンスの場合は、開発要素を含む調達が多

いため、共同開発的色彩が濃くなっている。例えば、ＣＥＲＮやＥＳＡにおける調査では、研究

機関からの開発要素を含む調達の受注によって生ずる企業への効果は、調達額の３倍程度になる

という結果が示されている26。 

・その主な要因は、技術力の向上、信用力の向上であり、海外展開のきっかけになることも多い27。 
 

◇調達等の企業への効果 

○企業への効果 ＝ 売上高増加（当該研究機関への売上を除く）＋ 削減コスト 

・企業への効果の内訳は、売上高増加 96%、削減コスト 4% 

・売上高増加の内訳は、高エネルギー物理学分野での売上 24%、それ以外 76% 

・技術分野別の企業の効果倍率(ＣＥＲＮの調達額を１とした場合) 

 

 
電子・光学・ 

コンピュータ 
電気機器 

真空 

極低温 

超伝導 

鉄鋼・溶接 精密機械 
全体 

平均 

 
企業への 

効果 
6.1 2.1 3.0 5.3 2.1 3.5 

資料：ＣＥＲＮ調査による

○中小企業参入と雇用の機会 

・ＣＥＲＮの取引先は 6,000 社以上。うちハイテク品供給企業は 1 割弱（金額的には、ハイテク品

が 5割強） 

・ハイテク品供給企業の 8割以上は、従業員 100 人以下の中小企業。 

・米国のＦＮＡＬの調達は、金額ベースで、州内から 38%、州内中小企業 11% 

・ＫＥＫ、ＤＥＳＹなどでは、多数の外部企業の従業員が勤務。また、試作開発は、小回りの利く

中小企業と行うことが少なくない。  
 

＜ＩＬＣ研究所・企業のコミュニケーション支援＞ 

・ＣＥＲＮの調査では、研究機関と企業とのコミュニケーションの頻度や人数が、技術力向上など

の企業の受ける効果の多寡に影響することが明らかにされている。 

・さらに、このコミュニケーションは、所属エンジニアの能力向上などにより、研究機関へも好影

響を及ぼす効果を持っていることも明らかにされている。 

・そのため、ＩＬＣコミュニケーションセンターは、コミュニケーションの活性化支援を推進し、

ＩＬＣ研究所と企業等の双方のメリット増大を推進する。 

                             
25 Autio E. et al. 2004. A framework of industrial knowledge spillovers in big-science centers. Research Policy 

33, 107-126 
26 Bianchi-Streit M. et al. 1984. Economic utility resulting from CERN contracts (Second study). CERN 84-14 

Schmied H. 1987. About the quantification of the economic impact of public investments into scientific 
research. Int. J. Technology Management 2 (5-6) 711-729 

27 Autio E. et al. 2003. Technology transfer and technological learning through CERN's procurement activity. 
CERN 2003-005 
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【期待される効果】 

○ＩＬＣ研究所、企業のメリットの増大 

・ＩＬＣ研究所と企業等とのコミュニケーションの活性化により、技術力向上など産業界と研究所

双方のメリットが増大する。 

・ＩＬＣコミュニケーションセンターの支援による言語や商慣習の違いといった要因の除去により、

円滑なコミュニケーションが実現し、双方のメリットが増大する。 

・内外からのアクセスが良いことから、ＩＬＣ研究所と企業は、オンラインだけでなく、Face to Face

のコミュニケーションが容易にできる。 

○中小企業の活性化 

・ＩＬＣ研究所という世界研究機関との取引き実績により、中小企業の信用度が向上し、世界的展

開を含む技術・製品の拡販による企業の成長が期待される。 
 

②国・地域等による企業の成果活⽤⽀援 
 

【目標】 

国･地域等による企業の成果活用支援 
 

【取り組み方針】（中心的役割：国・地域等） 

○企業の成果活用の支援 

・中小企業等によるＩＬＣ研究所が有するイノベーション資源の活用においては、既存の支援機関

を中心としたコンサルティング機能の活用により、製品化に至る段階までの支援を行う。 

・支援機関は、ＩＬＣ研究所の研究者・技術者と企業等との連携による共同開発等の支援を推進す

る。 

○九州の産業集積との連携 

・支援機関は、九州の技術・企業集積とＩＬＣ研究所・コミュニケーションセンターとの連携を支

援し、先端的な検出器・測定技術等の成果の技術移転や調達の支援を推進する。 
 

【期待される効果】 

○企業の技術高度化 

・ＩＬＣ研究所と、人的ネットワークを有する既存支援機関が連携して技術移転等を進めることに

より、一層の企業の技術高度化が期待される。 

○九州の産業集積との相乗効果の拡大 

・成果の活用や技術移転の推進により、情報通信、半導体、自動車を始めとした九州の産業集積と

の相乗効果の拡大や、ＩＬＣ研究所との取引実績による信用度の向上、内外取引の拡大が期待さ

れる。 
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図表 2-6 参考 ＩＬＣに結集する最先端技術による周辺産業等への波及

資料：平成 24 年 1 ⽉先端基礎科学次世代加速器研究会 
東京⼤学 素粒⼦物理国際研究センター⼭下了⽒資料より

高周波技術

宇宙ステーション

超高磁場超伝導電磁石
高透磁率フェライト

高度集積技術：
高速、高精度観測装置

ポジトロンCT

スーパーコンピュータ技術：
高速、高精度データ解析

高度コンクリート技術表面処理技術：ナノサイ
ズの超滑らかなビームパ
イプ

セキュアネット技術：
加速器の海外からの遠隔操作

高度トンネル掘削技術ロボティクス：遠隔操作

電力輸送：
２００メガワットの大電力

高度溶接技術:30キロの
超高真空度の確保

高度土木・建築技術:
30キロの平面性の確保

ナノメートル制御技術

高度鋳造技術

リモートセンシング

高度メッキ技術

粒子線がん治療
新交通システム

超高真空

Ｘ線透視装置

核廃棄物
分離処理技術

超伝導空洞、精密加工
大出力高周波クライストロン

病気の早期発見

Ｘ線自由電子レーザー
次世代放射光ＥＲＬ

次世代カメラ

たんぱく質の解析
新薬の製造

新光学素子
新電子回路

エネルギー・環境医療 生命科学 新機能材料・部品の創出 情報・通信 計量・計測

新素材

（C)Shigemi Numazawa

次世代通信機器

参考 ＩＬＣにおける先端技術の産業への波及 
・ＣＥＲＮなど世界の基礎研究機関と同様、ＩＬＣ研究所においても、研究を行うために、世界最先端の

加速器技術、計測技術、情報処理技術等が開発される。これらの技術は、医療、生命科学、新素材など、

様々な分野での技術革新に寄与してきた。ＩＬＣに結集する最先端技術においても、同様な効果が期待

される。 
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（３）都市形成・・・既存基盤を活⽤した国際研究教育都市づくり 

ＩＬＣ研究所での研究開発は、人類の叡知を結集して推進されるものであり、世界中の人材と先

端機材が、ここに集積することになる。 

そのため、ＩＬＣ研究所の立地に際しては、円滑な研究の実施を可能とする環境の提供、快適な

研究者・家族の生活を可能とする環境の提供、効率的な研究成果の社会還元を可能とする環境の提

供、という３つの点が重要であり、そのため、次のような地域条件を備えていることが求められる。 
 

◇世界各国からＩＬＣ研究所までの、人・モノの容易なアクセス28 

◇外国人研究者・技術者・留学生、その配偶者・子弟が、便利かつ安全・安心に能力を活かして生

活できるためのインフラと仕組み29 

◇国際コンベンション等の開催など、国内外あるいは産学交流のためのインフラと仕組み 
 

そこで、この項では、ＩＬＣ研究所を核とする国際研究教育都市の形成に向けて必要となる各種

の都市基盤で、既に脊振地域に存在するものと不足しているものを検討し、今後必要となる対応方

針を示している。 
 

なお、ＩＬＣの実験施設が満たすべき条件は未確定であり、メイントンネルのルートも流動的で

あるが、脊振山地を囲む環状交通網が発達しているため、どのようなルートであっても、アクセス、

生活環境に支障はない。 
 

また、福岡市は、Monocle「The World’s Top25 Most Liveable Cities」（2008）や News Week「One 

of the Ten Most Dynamic Cities」(2006)に選ばれるほどの都市であり、優れた都市機能が整って

いる。 

 

                             
28 ILC Project Implementation Planning(Draft2012.3)には「大規模国際空港に容易アクセスできることが不可欠」

と記載されている。 
29 同上、「家族を含め 1 万人規模の人口を受け入れ可能な居住・文教・医療等の施設が必要」と記載されている。 

世界でもっとも暮らしやすい 25 都市 

資料：Monocle「The World’s Top 25 Most 
Liveable Cities」（2008） 

資料：News Week「One of the Ten 
Most Dynamic Cities」(2006) 

世界で最もホットな 10 都市 

図表 2-7 世界の中で⾼い評価を得た福岡市

都市名
1 ミュンヘン
2 コペンハーゲン
3 チューリヒ
4 東京
5 ヘルシンキ
6 ストックホルム
7 パリ
8 ウィーン
9 メルボルン

10 マドリッド
14 福岡
23 京都

⾼陽（韓国）
南昌（中国）
ロンドン（英国）
モスクワ（ロシア）

都市名
福岡（⽇本）
ラスベガス（⽶国）
ミュンヘン（ドイツ）
トゥールーズ（フランス）
フロリアノポリス（ブラジル）
ガジアバード（インド）
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①地域の都市ストックの活⽤ 
 

【目標】 

脊振地域周辺の多彩な都市ストックの活用 
 

【取り組み方針】（中心的役割：国・地域等） 

○多彩な都市ストックの活用 

・ＩＬＣ検討ゾーンを取り巻く 20 ㎞圏内、福岡市(146 万人)、糸島市(10 万人)、唐津市(12.7 万人)、

佐賀市(23.7 万人)等には、300 万人を超える人たちが暮らしている。 

・これら各都市の居住機能、教育、医療機関、コンベンション、交通等都市サービスの活用が可能。 

＜豊富な住宅ストック＞ 

・民間賃貸住宅ストックは、北部地域の 115 千戸を筆頭に多数集積。 

図表 2-8 賃貸住宅⼾数(公営住宅除く) 単位:⼾ 
 北部地域 東部地域 南部地域 西部地域 

賃貸住宅 115,130 95,870 34,740 5,620 

資料:平成 20 年住宅・土地統計調査 

※北部地域:福岡市城南区、早良区、西区、那珂川町、糸島市、唐津市 東部地域:福岡市南区、春日市、大

野城市、鳥栖市 南部地域:佐賀市、小城市 西部地域:伊万里市、武雄市 

・外国人向け賃貸住宅も留学生の需要増加に対応し、近年、専門の受入サービスを提供する不動産

業者もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

福岡市 146 万人 
糸島市 

10 万人 

唐津市 

12.7 万人 

久留米市 

30.2 万人 

鳥栖市 

6.9 万人 

佐賀市 

23.7 万人 

春日市 大野城市 

太宰府市 筑紫野市

那珂川町 

42.2 万人 

小郡市 5.8 万人 

伊万里市 

5.7 万人 

小城市 

4.5 万人 

武雄市 

5.1 万人 

多久市 

2.1 万人 

ＩＬＣ検討ゾーン

周辺人口 306 万人

図表 2-9 脊振地域を取り巻く様々な規模の都市 
※図中の数値は平成 22 年国勢調査⼈⼝ 
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＜教育、医療機関等の集積＞ 

・福岡は、東京に次ぐ全国第 2位の国立大学理工系学生の入学定員(2,224 人)、佐賀は 490 人。 

・福岡、佐賀県の留学生は１万人超。 

・福岡市にはインターナショナルスクールが立地。 

・多言語対応の医療機関が周辺都市に多数立地(福岡市・筑紫・糸島・佐賀県：英語対応約 1,900

件等)。 

＜国際会議、コンベンション活動の豊富な実績＞ 

・福岡市は、東京に次ぐ全国第 2位の国際会議開催件数(216 件、2010 年) 

・九州大学は、会場別開催件数全国第 1位(2010 年)。 

＜アジアの主要都市・日本各地との交通ネットワーク＞ 

・物流ネットワーク基盤となる特定重要港湾(博多港、北九州港)、重点港湾(伊万里港)、重要港湾(唐

津港)の活用が可能。 

・九州内には重要港湾が 25 港あり、各港湾は韓国、中国などとネットワークを有する。 

 

図表 2-10 アジアとの空路ネットワーク
◇福岡空港(全国 3 位の発着数) 
・国際線 

ソウル プサン 済州 北京 上海 ⼤連 瀋陽 
⻘島 天津 広州 武漢 台北 ⾹港 マニラ 
バンコク ハノイ ホーチミン シンガポール 
グアム ホノルル  

・国内線 
東京 札幌 仙台 いわて花巻 成⽥ 新潟  
⼩松 信州まつもと 静岡 名古屋(中部)(⼩牧) 
関⻄ ⼤阪 出雲 松⼭ 徳島 ⾼知 福江 
天草 対⾺ 宮崎 ⿅児島 屋久島  
奄美⼤島 沖縄 

◇佐賀空港(深夜の離発着が可能) 
・国際線 上海  
・国内線 東京 (2012 年 3 ⽉末) 
 
◇福岡空港と国内外ハブ空港の便 
国内：東京（50 便/⽇）名古屋(中部)(9 便/⽇) 

成⽥（8 便/⽇）関⻄（4 便/⽇） 
海外：ソウル（9 便/⽇）台北（4 便/⽇）上海（3 便/

⽇）北京（2 便/⽇）⾹港（2 便/⽇） 

◇特定重要港湾 博多港、北九州港 
◇重要港湾   九州内 25 港 
◇国際航路 

博多港： 
韓国釜⼭：カメリアライン（週 7 便） 

JR 九州⾼速船（⽇ 5〜8 便） 
中国：上海スーパーエクスプレス（週 2 便） 
その他貨物航路 
韓国、中国、台湾、⾹港、東南アジア、ロシア、
北⽶⻄岸、欧州、中近東、フィリピン 
(2010 年調べ) 

福岡県

大分県

宮崎県

熊本県

長崎県

佐賀県

厳原港

郷ノ浦港

北九州港

博多港
唐津港

伊万里港

福江港

佐世保港

長崎港

三池港

熊本港

三角港
八代港

宮崎港

細島港

佐伯港

津久見港

大分港
別府港

中津港

苅田港

韓国、台湾韓国、中国

韓国、中国

韓国

韓国、中国、
台湾、香港、
東南アジア、ロシア

北米西岸、欧州
中近東、
東南アジア、
中国、韓国

韓国
カメリアライン（週7便）
JR九州高速船（日5～8便）
中国
上海スーパーエクスプレス（週2便）

韓国
大亜高速海運（週3～4便）

図表 2-11 アジアとの海路ネットワーク
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＜脊振を取り巻く環状交通ネットワーク＞ 

・九州縦貫自動車道、九州横断自動車道、西九州自動車道に囲まれた脊振地域。 

・西九州自動車道、佐賀唐津道路等の整備推進によるＩＬＣ研究所とのアクセス向上。 

 

＜国際研究機関のサイト選定条件を満たす既存ストック＞ 

・類似事例であるＩＴＥＲ30の建設サイト適地を評価した際の条件は次表の通りである。 

・居住環境に関しては、大都市から田園地区まで、好みの環境を選択することができる。また、外

                             
30 ＩＴＥＲ：国際熱核融合実験炉の意。2005 年カダラッシュ（仏）に決定、建設中。 

福岡

⿃栖 

佐賀

⽷島

唐津 

伊万⾥ 

福岡空港 

佐賀空港

脊振地域 

図表 2-13 脊振地域を取り巻く交通拠点・交通ネットワーク

⻄九州⾃動⾞

⻑崎⾃動⾞道

九
州
⾃
動
⾞
道佐

賀
・
唐
津
道
路

九
州
新
幹
線

脊振地域 

図表 2-12 脊振地域は九州の東⻄・南北の交通軸と直結 
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国人対応可能な多数の医療機関、インターナショナルスクール等も存在している。 

・交通利便性に関しては、鉄道・高速道路等の環状交通網が整備されており、主要都市、空港まで、

公共交通機関でも、おおむね１時間以内で到達可能である。福岡空港の発着回数は国内 3位、国

際線 20 路線となっている。 

・研究環境に関しては、近傍に、九州大学、佐賀大学をはじめとする多数の大学、研究機関、産業

が集積している。 

・これらをみると、脊振地域の既存の基盤や都市ストックは国際研究機関立地に必要な条件を十分

に満たしていることが分かる。 

図表 2-14 ＩＴＥＲ誘致に関わるサイト適地項⽬ 
項目 基本条件 望ましい条件 

土
地
条
件 

用地面積 標準施設配置領域としての用地  

地盤・地質 安定した地盤までの深度が浅い 地震及びその被害が少ないこと 

自然条件  
台風、集中豪雨／豪雪、地滑り、崖崩れ、河川の
氾濫、高波／津波等の被害が少ない 

周
辺
ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ 

電力 
２回線の高圧電線が整備され、電力量が
確保できる 

 

給水 

上水道配水施設が整備され、上水量が確
保できる 
淡水工業水給配水施設が整備され、工業
用水が確保できる 

 

排水 
雑排水及び産業排水のための下水道等が
整備されている 

 

社
会
環
境
条
件 

生活環境 
１時間以内の通勤圏内に居住環境が整備
されている 

文教施設、医療施設、商業、各種行政施設等が整
備されている 
国際学校、文化施設等が整備されている 
外国人職員等及びその家族が快適に生活できる 

交通利便性 
鉄道の主要駅、空港、高速道路インター
チェンジ等からのアクセスが確保され、
交通の利便が良い 

空港は合理的な連絡時間内に位置し、国際線に連
絡している 

研究環境  
建設及び運営に必要な産業的インフラストラク
チャー、関連研究機関や大学等が近傍に存在する
こと 

地元の協力 

施設の建設構想を地元が受入れ、自治体
をはじめとする地元関係者の積極的な協
力がある 
施設に係る規制は、ホスト国の規制体系
が運用される。現行あるいは今後整備さ
れる法令・基準等に従って、地元の理解
と協力が得られる 

プロジェクト実施に資する積極的な地元の貢献
があること 

 

【期待される効果】 

○地域のストック活用による効率的投資 

・ＩＬＣ建設・運営に関連して求められる様々な公共基盤整備において、脊振地域の周囲に配置さ

れた都市の持つ居住・教育・医療・文化などの既存ストック、さらに人・物の移動に欠かせない

交通基盤のストックを活用することで、公共投資を抑えることが可能である。 

 

②交流・滞在環境の充実 
【目標】 

交流・滞在環境の充実 
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【取り組み方針】（中心的役割：国・地域等） 

○滞在・居住支援のためのワンストップサービス 

・ＩＬＣスタッフやユーザーのための滞在・居住手続きとして、ビザ、運転免許証、滞在許可、関

税手続き等がある。さらに、住宅の手配、引っ越し、水道・電気・ガス、金融機関への登録、配

偶者の就業相談、子弟の修学手続き等、様々な手続きが必要となる。 

・これらの支援サービスを Agence Iter France31のようなワンストップサービスで提供することが

求められる。 

○滞在、居住、交流促進の環境づくり 

＜ＩＬＣスタッフ・家族＞ 

・ＩＬＣ研究所設立に際しては、ＩＴＥＲ特権免除協定と同様の協定が締結されることが想定され

るため、ＩＬＣスタッフと家族は、出入国等に関して、国際機関職員と同一の便益が供与される

ことが見込まれる（ＩＴＥＲでは、フランスが、ＩＴＥＲビザを発給）。 

・そのため、ＩＬＣスタッフ本人の入国や滞在に関しては、特段の問題は生じないと予想される。 

＜ＩＬＣユーザー・家族＞ 

・ＩＬＣ研究所では、ＩＬＣスタッフだけではなく、各国研究所・大学に所属する研究者（ユーザ

ー）も研究活動を行う。 

・ＣＥＲＮの年間訪問ユーザー数が１万人を超えていることが示すように、ＩＬＣ研究所にも多数

のユーザーが訪問することが見込まれる。 

・2012 年夏から施行される新しい在留管理制度や、外国人研究者等に対する永住許可弾力化事業

(B0501)等の活用により、現行制度に比べれば、出入国に要する労力の低減は可能と考えられるが、

相当多数のユーザーの来訪が見込まれるため、一層の簡素化の検討を進める32。 

  長期滞在者：既存国内研究機関に比べ、相当多数の訪問が見込まれる 

  短期滞在者：ＣＥＲＮと異なり、ビザ免除国以外からも相当数の訪問が見込まれる 

＜ＩＬＣスタッフ・ユーザーの配偶者＞ 

・配偶者の就業に関しては、現行制度でも、資格外活動許可や、在留資格の変更といった手続が規

定されているが、ＣＥＲＮにおいても配偶者の労働ビザに関する要望が存在しているため、これ

らの規定の緩和あるいは簡素化についても、具体的事例等を参考にして検討を進める33。 
 

【期待される効果】 

○研究者・技術者、関連事業者の安全・安心な滞在・居住の実現 

・滞在・居住のワンストップサービスの提供、既存の都市ストック活用可能な都市と近接した滞在・

居住環境により、新規流入の研究者・技術者・家族等が安心して住み、働ける環境を提供するこ

とができる。 

○観光入り込み客の増大 

・九州には年間 100 万人規模の外国人が訪れている。現在は韓国・中国が中心であるが、ＩＬＣ研

究所立地によって、世界での九州の知名度が飛躍的に高まることで、欧米からの来訪者の拡大が

期待される。また、九州内の交通ネットワーク基盤により、九州各地への波及が期待される。 

                             
31 ＩＴＥＲで働く外国人・家族のための支援組織。居住・滞在のための様々な手続き支援を実施。 
32 ILC Project Implementation Planning にも同趣旨の記述がある。 
33 同上 
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３．都市形成のポテンシャル 

前章で示した国際研究教育都市形成の３つの方針「教育」、「産業」、「都市形成」の実現可能性に

ついて、九州、脊振地域の現状、ポテンシャルの整理を行った。 

最初に、九州とアジアとの交流の歴史、九州の人口、経済規模によるポテンシャルの状況、そし

て、計画地域である脊振地域の現状を整理した。 

教育については、地域の知的ポテンシャルを大学集積、留学生、アジアとの関連プロジェクトに

ついて整理した。 
 

産業については、産業活動の基盤であるアジアとの交通ネットワーク、九州域内、脊振地域の交

通ネットワークや国際会議・コンベンション活動について整理した。 

最後に、都市形成の可能性については、脊振地域の自然・気候、地価、住宅ストック、医療、教

育等の環境、最後に観光レクリエーション、エネルギー環境の取り組みについて整理した。 
 

このような九州、脊振地域が有する資源や地域ポテンシャルは、国際研究機関であるＩＬＣ研究

所の立地条件を十分に満たしているものである。 

 

◇都市形成のポテンシャル項目 

（１）九州・脊振地域の現状 

①九州は、紀元前よりアジアと日本の人、物、文化等の交流の窓口 

②九州はオランダ、ベルギーと同規模のポテンシャル 

③計画地域の位置・環境 

（２）知的交流のポテンシャル 

①学術研究機関、学生等 

②留学生、外国人 

③大学の国際交流への取り組み 

（３）アジアを視野に入れたプロジェクト 

①アジアとの共生に向けて 

②アジアの活力を導入 

（４）交流基盤 

①アジアをはじめとする世界各国との旅客・物流ネットワーク 

②九州域内の交流基盤 

③国際コンベンション等国際交流事業 

（５）都市・居住環境 

①居住環境 

②医療・教育環境 

④観光・レクリエーション環境 

④エネルギーへの取り組み 
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（１）九州・脊振地域の現状 

①九州は、紀元前よりアジアと⽇本の⼈、物、⽂化等の交流の窓⼝ 
・稲作、鉄器、鏡などの新しい技術の入り口であると同時に、防衛・外交・交流の拠点。 

・大宰府政庁跡や鴻臚館跡を始め、多くのアジア交流の軌跡が残っている。 

・佐賀藩は、幕末から明治にかけて日本の近代化を先導する科学技術や研究開発への取り組みを実

施。 

・近年は韓国、中国の沿岸部との環黄海経済圏域の経済ポテンシャルも高まっている。 

 

②九州はオランダ、ベルギーと同規模のポテンシャル 
・九州の実質経済成長率は、全国と同様の推移。 

・九州の人口 1,460 万人、福岡･佐賀地域には 590 万人居住。 

・九州域内総生産額 47.9 兆円、オランダ、ベルギーと同規模の経済規模。 

・農業生産額は 1.7 兆円、全国の２割を生産する豊かな地域。

 

図表 3-1 環⻩海経済圏の位置及び範囲

図表 3-2 全国・九州８県の実質経済成⻑率

資料：内閣府「県民経済計画年報」 
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③計画地域の位置・環境 
○地形条件 

・福岡県と佐賀県にまたがる脊振山地は、県境に沿って西は福岡県糸島市・佐賀県唐津市から、東

は福岡県那珂川町・佐賀県基山町まで東西約 50km、南北約 24km の幅を持つ。北には福岡平野、

南には天山まで続く山がちな地域が広がる。 

・最高峰は 1,055m の脊振山であり、山頂まで車道が続いている。その他 800m～1000m 程度の低い山

が多く、なだらかな地形である。 

・脊振山地は冬期に若干の積雪があり、人工スキー場もある。 

資料：総務省「国勢調査」（1995～2005 年）、「国勢調査速報」（2011 年） 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口」（2006 年） 

図表 3-4 九州の全国シェア 

44.5 

14.6 

47.9 

7.6 

19.9 

1.7 

333.5 

113.5 

457.1 

57.8 

245.4 

6.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⾯積(千㎢)(2010.10)

⼈⼝(百万⼈)(2010.10)

総⽣産(兆円)(2008)

労働⼒⼈⼝(百万⼈)(2005)

⼯業出荷額(4⼈以上)(兆

円)(2009)

農業産出額(兆円)(2009)
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(11.4%)

(88.2%)

(88.3%)

(88.6%)

(90.5%)

(92.5%)
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資料：総務省「国勢調査報告」、内閣府「県民経済計算年報」、農林水産省「生産農業所得統計」

経済産業省「工業統計表」 

（千人）

1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年

125,570 126,926 127,768 128,056 125,430 122,735 119,270 115,224 110,679
(100) (101) (102) (102) (100) (98) (95) (92) (88)

14,697 14,764 14,715 14,597 14,272 13,913 13,480 12,997 12,472
(100) (100) (100) (99) (97) (95) (92) (88) (85)
4,933 5,016 5,050 5,073 4,977 4,884 4,759 4,609 4,440
(100) (102) (102) (103) (101) (99) (96) (93) (90)
884 877 866 850 829 804 775 744 712
(100) (99) (98) (96) (94) (91) (88) (84) (80)
1,545 1,517 1,479 1,427 1,379 1,319 1,255 1,187 1,117
(100) (98) (96) (92) (89) (85) (81) (77) (72)
1,860 1,859 1,842 1,817 1,766 1,712 1,649 1,582 1,510
(100) (100) (99) (98) (95) (92) (89) (85) (81)
1,231 1,221 1,210 1,196 1,154 1,115 1,070 1,022 971
(100) (99) (98) (97) (94) (91) (87) (83) (79)
1,176 1,170 1,153 1,135 1,095 1,055 1,010 962 912
(100) (100) (98) (97) (93) (90) (86) (82) (78)
1,794 1,786 1,753 1,706 1,656 1,595 1,529 1,460 1,389
(100) (100) (98) (95) (92) (89) (85) (81) (77)
1,273 1,318 1,362 1,393 1,416 1,429 1,433 1,431 1,422
(100) (104) (107) (109) (111) (112) (113) (112) (112)

沖縄県

大分県

宮崎県

鹿児島県

全国

九州

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

図表 3-3 九州８県の⼈⼝の推移・将来⼈⼝推計

九州            九州以外 
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・山地には森林が広がり、豊かな自然を生かした観光業や農業が盛んである。 

・多くのレジャー施設があるほか、九州自然歩道が通っており散策客も多い。 

○平均気温 

・福岡県、佐賀県の気候は全般に暖かく、平均気温は 16～17℃である。脊振山地の三瀬地域の１月

の平均気温は 1.7℃である。 

平均気温 福岡県：17.3℃ 佐賀県：16.1℃ 

○降水量 

・脊振山地周辺の降水量は 2,000mm 以上であるが、南北の海岸部は平均降水量が 1,500mm 前後と九

州の中では降水量が少ない地域である。 

○地層 

・脊振山地は多くの小地塊に分かれるが、全体的に従順な老年期の低山性山地の地形をなす。全体

のほとんどが中生代後期の火成活動による花崗岩からなる。 

・北側の福岡平野と南側の佐賀平野には、花崗岩の風化によって生成した真砂土と呼ばれる石英砂

を多く含んだ土が堆積している。 

 

図表 3-5 脊振⼭地の位置

図表 3-6 脊振⼭地の標⾼ 出典：⽇本地誌（朝倉書店）

0   10 ㎞ 

脊振地域 
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（２）知的交流のポテンシャル 

①学術研究機関、学⽣等 
○九州 8県の大学数 81 校、大学院・学部生 248 千人。 

・2010 年度の九州 8県の大学は 81 校、うち福岡・佐賀の 2県には 36 校。 

・2県の大学院・学部生数は 133 千人で、九州の半数以上である。 

・人口千人あたり大学院・学部生は、福岡県は 24.6 人と全国平均を上回る。 

 

○国立大学理工系学生の集積  

・国立大学の理工系入学定員数は、福岡県が2,224人で全国で第２位、佐賀県490人を加えて計2,714

人。学部生数約１万人が存在する。 

 

 

図表 3-8 福岡・佐賀の国⽴⼤理⼯系定員数

資料：文部科学省「学校基本調査報告書」（2010）
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図表 3-7 九州７県の⼤学・学⽣数

資料：文部科学省「学校基本調査報告書」（2010）

学校数 学⽣数
⼈⼝千⼈当たり

学⽣数
全国 778 2,887,414 22.7
九州８県 81 248,216 16.9
福岡県 34 123,974 24.6
佐賀県 2 8,930 10.4
⻑崎県 10 19,220 13.3
熊本県 10 29,575 16.1
⼤分県 5 16,908 14.0
宮崎県 7 10,983 9.5
⿅児島県 6 18,475 10.7
沖縄県 7 20,151 14.6
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○大学発ベンチャーも多い 

・福岡県における平成 20 年度の大学発ベンチャー数は総数 107（うち 20 年度新設 7）。 

・福岡県は全国４位に位置しており、佐賀県には９つの大学発ベンチャーが存在する。 

 

図表 3-9 都道府県別⼤学発ベンチャー

資料：価値総合研究所 

「平成 20 年度大学発ベンチャーに関する基礎調査報告」 
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②留学⽣、外国⼈ 
○福岡・佐賀の留学生は１万人超。 

・留学生は、全国の留学生の増加と同様に福岡県でも増加がみられる。 

・福岡県の留学生の出身国では中国からの留学生が 75％を占め、全国と比べても高い比率である。 

○留学生が福岡を選ぶ理由 

・留学生調査34によると日本を選んだ理由は、「専攻分野での日本の高度な水準(54%)」「日本語習得

(39%)」、「伝統文化理解(29%)」、「母国の日系企業就職(26%)」、「母国での進学、就職有利(25%)」

「日本で就職(24%)」「地理的に近い(19%)」の順。 

・福岡を選んだ理由は、「希望する大学がある(46%)」、「生活しやすそうだから(39%)」、「友人知人が

いるから(31%)」、希望大学、生活しやすさ、口コミという順。 

 

 

                             
34 21 年度「福岡都市圏における留学生実態調査」（（財）福岡国際交流協会） 

図表 3-10 全国・福岡県・佐賀県の留学⽣数

資料：日本学生支援機構 

図表 3-11 全国・福岡県の留学⽣（⼤学）の出⾝国(2010 年)

資料：日本学生支援機構 

国（地域）名
⼈数

（⼈）
構成⽐
（％）

国（地域）名
⼈数

（⼈）
構成⽐
（％）

国（地域）名
⼈数

（⼈）
構成⽐
（％）

1 中  国 86,173 60.8% 中国 6,793 75.2% 中国 176 52.9%
2 韓  国 20,202 14.2% 韓国 940 10.4% 韓国 42 12.6%
3 台  湾 5,297 3.7% ネパール 202 1.8% インドネシア 33 9.9%
4 ベトナム 3,597 2.5% ベトナム 184 1.6% バングラディシュ 19 5.7%
5 マレーシア 2,465 1.7% 台湾 156 1.4% マレーシア 10 3.0%
6 タ  イ 2,429 1.7% インドネシア 113 1.1% スリランカ 9 2.7%
7 アメリカ 2,348 1.7% マレーシア 79 0.8% タイ 7 2.1%
8 インドネシア 2,190 1.5% アメリカ 54 0.6%
9 ネパール 1,829 1.3% タイ 47 0.5%

10 バングラディシュ 1,540 1.1% バングラディシュ 41 0.5%

順位
全 国 福岡県 佐賀県

福岡県 佐賀県 全国
2004 5,466 313 117,302
2005 5,731 333 121,812
2006 5,820 357 117,927
2007 6,017 361 118,498
2008 6,613 350 123,829
2009 7,578 328 132,720
2010 9,655 404 141,774
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○アジアを中心とする居住外国人 

・外国人登録者数も留学生と同様に中国からの比率が高く、韓国・朝鮮がこれに続く。 

・九州全体の５割以上が福岡・佐賀に居住している。 

・脊振地域周辺都市の中でも福岡市、久留米市、佐賀市に居住する外国人が多い。 

 
 
 
 
 

図表 3-12 全国・九州各県の外国⼈登録者数

資料：法務省 2010 年 登録外国人統計 

図表 3-14 脊振地域の外国⼈登録者数

図表 3-13 国籍別外国⼈登録者数

資料：法務省 2010 年 登録外国人統計 

資料：法務省 2010 年 登録外国人統計 

合計
福岡市 24,199 佐賀市 1,472
久留⽶市 2,502 唐津市 588
⼩郡市 225 ⿃栖市 611
筑紫野市 679 多久市 71
春⽇市 471 伊万⾥市 391
⼤野城市 634 武雄市 192
⽷島市 563 ⼩城市 117
⼩計 29,273 ⼩計 3,442

32,715

福岡県 佐賀県

福岡県 佐賀県
国籍 ⼈数 国籍 ⼈数

中国 21,936 中国 1,960
韓国・朝鮮 18,755 韓国・朝鮮 870
フィリピン 3,789 フィリピン 549
⽶国 1,165 インドネシア 231
インドネシア 695 ベトナム 131
ベトナム 793 ⽶国 117
ネパール 736 ネパール 88
英国 377 バングラディシュ 53
タイ 396 タイ 41
ブラジル 280 スリランカ 28

地域 ⼈数
全  国 2,134,151
九  州 103,816
福岡県 52,750
佐賀県 4,310
⻑崎県 7,698
熊本県 9,004
⼤分県 10,649
宮崎県 4,279
⿅児島県 6,193
沖縄県 8,933
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③⼤学の国際交流への取り組み 
○国境を越えたネットワークづくり 

・九州大学の国際戦略：アジア指向と世界的知の拠点形成という２つの基軸 

・海外オフィスの世界展開による“世界的規模での競争的協力関係の構築” 

・アジア学長会議による国境を越えたネットワーク構築 

・佐賀大学国際戦略：戦略策定、実行の段階へ、アジア地域との連携 
 

図表 3-15 九州⼤学、佐賀⼤学の国際戦略 
◇九州⼤学の国際戦略 
 ２つの基軸に沿った戦略的国際交流活動を積極的に推進、世界的研究・教育拠点形成を目指す

①「歴史的・地理的必然が導くアジア指向」 

近年の東アジア諸国の急速な経済成長により見られるアジアの台頭、及びその中での「アジア

の中の日本」の役割を念頭に置いたアジアの主要大学との連携を強化することにより、本学のア

ジアにおけるステイタスを高めるとともに、北米・ヨーロッパの二極体制に対する一極としての

アジアのプレゼンスを高める。 

②「世界的知の拠点形成」 

アジアのプレゼンスを高め、かつ、世界の知的動向等を見据えつつ、アジア独自の社会、文化、

歴史等の多様性を踏まえたアジアから発信する世界水準を超えた研究成果等、本学が提供し得る

人的・物的資源を積極的に活用して、世界に向けてアピールすることにより、「世界的知の拠点」

としての本学のプレゼンスを高める。 

■海外オフィス展開による“世界的規模での競争的協⼒関係の構築” 
・ソウル （大韓民国）・北京 （中国）・台北 （台湾）・バンコク （タイ）・ハノイ （ベトナム）・

カイロ （エジプト）・ワシントン D.C. （アメリカ合衆国）・ロンドン (英国）・サンノゼ （ア

メリカ合衆国）・ミュンヘン （ドイツ連邦共和国） 

■⼤学間 学術・学⽣交流協定校（2011 年 11 ⽉ 15 ⽇現在） 
○学術交流協定：27 ヶ国・地域 111 機関（うちアジア地域 56） 

○学生交流協定：25 ヶ国・地域 114 機関（うちアジア地域 52） 

■アジア学⻑会議 (Conference of Asian University Presidents: CAPs） 
 ○九州大学の提唱により２０００年１２月創設 

 ○グローバル化の中でのアジアの存在意義についての問題意識を共有 

 ○21 世紀のアジアの発展に貢献するための、国境を越えた産官学のネットワーク構築 

【2008 参加大学】  

アテネオ・デ・マニラ大学、延世大学校、インドネシア大学、シンガポール大学、成功大学、ソ

ウル大学校、台湾大学、タマサート大学、中山大学、チュラロンコン大学、南京大学、ナンヤン

工科大学、フィリピン大学、釜山大学校、ベトナム国立大学ハノイ校、マヒドン大学、マラヤ大

学、マレーシア科学大学、立命館アジア太平洋大学、早稲田大学、九州大学  

◇佐賀⼤学の国際戦略 
■⼤学、地域の国際化推進 
○佐賀大学国際戦略の策定 

○方針に基づき、2011 年 10 月佐賀大学国際交流推進センター設置 

■外国の⼤学等との学術交流協定   
 137 校（2011 年 7 月 15 日）    

○大学間 70 機関（うちアジア地域 59）学部間 67 機関（うちアジア地域 49）  
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（３）アジアを視野に⼊れたプロジェクト 

①アジアとの共⽣に向けて 
・アジアス九州、九州大学学術研究都市構想の両プロジェクトは、アジアとの連携を視野に展開。 

○アジアス九州（九州北部学術研究都市整備構想） 

概要 

「環境・人間・アジア」を基本コンセプトとし、九州北部の７つの拠点地域（北九州、宗像、飯塚、

福岡、筑紫、久留米・鳥栖、佐賀）が、地域特性を活かして都市機能・学術研究機能・産業機能の

高度化を進めることによりそれぞれの拠点性を高めるとともに、各種のプロジェクトごとに相互の

ネットワーク化を図りながら、九州北部にネットワーク型の文化・学術研究の一大拠点を構築する

ことを目指す構想。 

拠点地域の都市像 

北九州：国際テクノロジー都市 

宗像：リサーチ＆リゾート都市 

飯塚：内陸交流・情報系産業、集積拠点都市 

福岡：九州・アジアの文化・学術研究の交流拠点都市 

筑紫：アジア文明交流拠点都市 

久留米・鳥栖：クロスロードの学術研究、産業拠点都市、研究交流ネットワークハブ都市 

佐賀：アジアの社会・文化・教育、研究の交流拠点都市 

 

資料：福岡県 HP 等より作成 
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○九州大学学術研究都市構想 

＜背景＞ 

九州大学は、九州ならびにアジアの頭脳拠点として重要な存在であり、各研究分野で世界的レ

ベルにある。さらなる発展のため、2005 年度から福岡都市圏西部の伊都キャンパスへの統合移転

が開始された。この伊都キャンパスを核とした日本とアジアの知的交流拠点としての学術研究都

市づくりに向けて、大学、経済界、行政が一体となった産学民公の連携組織「九州大学学術研究

都市推進協議会」が 1998 年に設置され、3年間の検討を経て 2001 年に構想が策定された。 

＜構想の意義＞ 

「九州学術研究都市構想」は、科学技術基本計画、全国総合開発計画、福岡・佐賀両県のアジア

との連携を強く指向した九州北部学術研究都市（アジアス九州）構想、そして九州大学の先導的大

学改革と新キャンパス転移といった一連の動きを総合的・立体的にとらえ、21世紀の「知の時代」

に相応しい地域の「知の拠点」、「知的クラスター」づくりを目指すものである。 

＜構想の対象エリア＞ 

福岡市から唐津市に至る玄界灘に面するゾーンを対象エリア 

 1 次圏：九州大学新キャンパスを中心として、生活圏を形成する糸島半島全体 

 2 次圏：福岡市から唐津市までの九州大学新キャンパスから半日の行動エリア 

 

＜構想の全体像＞ 

4 つの理念 
「共生社会の実現」 

「世界・アジアとの交流」 

「創造性の発揮」 

「新産業の展開」 

2 つの核 
「知の交流・創造活動を促進する地域科

学技術システムの構築」 

「知・住・悠の舞台となる快適空間の形

成」 

 

※図中の町名、地名は構想策定時 

資料：財団法人 九州大学学術研究都市推進機構 HP より作成 

 

②アジアの活⼒を導⼊ 
○グリーンアジア国際戦略総合特区35 

・福岡の有する環境ビジネス資源を生かす。 

・低炭素、環境配慮、リサイクルなどアジアの今後の発展に欠かせない課題解決。 

・中小企業のアジア展開を支援。 

グリーンアジア国際戦略総合特区    

Ⅰ 「アジア低炭素化センター」によるパッケージを中心にした環境ビジネスのアジア展開 

○アジア低炭素化センター（環境ビジネスのアジア展開支援） 

○官民連携による海外水ビジネスの展開 

○スマートコミュニティ創造事業 

Ⅱ グリーンイノベーションを主導する産業拠点の形成 

○環境配慮型高機能・高コストパフォーマンス製品開発・生産拠点の構築 

○グリーンイノベーション研究拠点の形成 

                             
35 2011 年 12 月 22 日国指定。福岡県、北九州市及び福岡市の３者共同の取り組み。 
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Ⅲ 資源リサイクル等に関する次世代拠点の形成と展開 

○資源リサイクル等に関する次世代拠点の形成 

Ⅳ アジアとのネットワークを活用したシームレスなビジネス環境の実現 

○東アジア海上高速グリーン物流網と拠点の形成 

○中小企業のアジア展開支援 

 

③先端技術の展開 
・大学の知的拠点形成や地域の先端技術の活用によるプロジェクトを、世界・アジアを視野に展開 

○シリコンシーベルト福岡プロジェクト 

・東アジア地域の京畿道（韓国）、九州、上海、新竹（台湾）、香港、シンガポール等を結ぶ半導

体生産のベルト地帯において先端的なシステム LSI 開発拠点を構築するプロジェクト。 

・九州の半導体生産工場の集積を生かし、汎用品生産のアジア諸国へのシフト化に対して、「シ

リコン・ファクトリ・アイランド」から「シリコン・頭脳・アイランド」へと進化させる。 

・福岡、北九州地域を中心に、付加価値の高い設計・開発拠点を構築し、シリコンシーベルト地

域の頭脳部分を担う研究機関・企業等の集積を図ることを目指す。 

○九州大学カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所（ＷＰＩプログラム36） 

・CO2 排出削減、非化石燃料によるエネルギーシステム構築のため、関連分野の研究を融合した

基礎科学を創出、環境調和型で持続可能な社会を実現。 

○福岡水素戦略（Hy-Life プロジェクト） 

・世界最先端の水素情報拠点の構築、水素エネルギー新産業の育成・集積形成。 

・水素エネルギー新産業の育成・集積を推進するための中核的施設「公益財団法人水素エネルギ

ー製品研究試験センター」を 2009 年 3 月設立。 

○佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター 

・九州地区唯一で地方自治体が直接設置した初のシンクロトロン光施設である。 

・挿入光源利用やエミッタンスを考慮した高輝度光源を装備し、「新産業創造、地域産業の高度化

に向けたアジアワイドの高輝度光産業開発交流拠点」をコンセプトに九州地域はもとより広く

アジアワイドな研究開発交流が進められている。 

○九州国際重粒子線がん治療センター（サガハイマット） 

・産学官共同プロジェクトとして、最先端のがん治療施設を鳥栖市に整備中 

・平成 25 年春に開設予定 

 

 

                             
36 文科省により 2007 年度から開始された「世界トップレベル研究拠点プログラム」。 
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（４）交流基盤 

①アジアをはじめとする世界各国との旅客・物流ネットワーク 
・九州・沖縄の港湾は、国際拠点港湾（旧特定重要港湾）として九州北部の博多港と北九州港の２

港および唐津港、伊万里港などの重要港湾 33 港が整備されている。 

・九州の空港は、地域拠点空港である福岡空港を始め、各県１空港以上の整備。福岡空港から釜山

50 分、上海 90 分の時間距離。 

 

福岡県

大分県

宮崎県

鹿児島県

熊本県

長崎県

佐賀県

厳原港

郷ノ浦港

北九州港

博多港
唐津港

伊万里港

福江港

佐世保港

長崎港

三池港

熊本港

三角港
八代港

川内港

鹿児島港
志布志港

西之表港

油津港

宮崎港

細島港

佐伯港

津久見港

大分港
別府港

中津港

苅田港

韓国、台湾韓国、中国

韓国、中国

韓国

韓国

韓国、中国、
台湾、香港、
東南アジア、ロシア

北米西岸、欧州
中近東、
東南アジア、
中国、韓国

台湾、香港、
フィリピン
韓国、中国

韓国
カメリアライン（週7便）
JR九州高速船（日5～8便）
中国
上海スーパーエクスプレス（週2便）

韓国
大亜高速海運（週3～4便）

出典）九州データブック2009　（西日本新聞社）
　　　各県港湾ホームページを基に作成（2009．6．1）

：特定重要港湾

：重要港湾

：外貿コンテナ航路

：外航フェリー・RORO・高速船

 

図表 3-16 九州とアジアとの⼈流・物流のネットワーク

上図：九州の港湾と主な国際航路 
 
 
下左図：九州の空港からの国際定期航空

路線 
 
下右図：九州の空港と国内各地との国内

定期航空路線 
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②九州域内の交流基盤 
・九州縦貫自動車道、九州横断自動車道(長崎大分道)が整備され、西九州自動車道、東九州自動車

道、さらに九州横断自動車道(延岡線)等、高速道路ネットワークの整備が進められている。また、

高速鉄道網の九州新幹線は小倉から鹿児島まで開通し、長崎新幹線の整備が推進されている。 

・計画地域は、南側の九州横断自動車道、北側の西九州自動車道に囲まれた地域であり、さらに東

側には九州縦貫自動車道、九州新幹線が有り、高速交通ネットワークへのアクセス至便な地域で

ある。 

 

 

図表 3-17 九州内の⾼速交通ネットワーク

脊振地域 

⾼規格幹線道路
広域道路・地域⾼規格道路 
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単位：分

― 80 ― ― ― ―
80 ― 35 31 76 60
― 35 ― ― ― ―
― 31 ― ― 45 ―
― 76 ― 45 ― 72
― 60 ― ― ― ―

佐賀 唐津
北九州（⼩倉）
福岡（天神）

北九州 福岡 ⽷島

⽷島（筑前前原）
⿃栖(基⼭ＩＣ)

佐賀(ＢＣ)
唐津(ＢＣ)

⿃栖
(     ) 

単位：分

― 16 72 44 56 119
16 ― 37 18 38 74
72 37 ― 69 97 43
44 18 69 ― 16 103
56 38 97 16 ― 72

119 74 43 103 72 ―

唐津

北九州（⼩倉）
福岡（博多）

⽷島（筑前前原）
⿃栖

北九州 福岡 ⽷島 ⿃栖 佐賀

佐賀
唐津

(     ) 

【参考】計画地域周辺の都市間の時間距離
・大都市である福岡と脊振地域周辺都市とは、公共交通機関により１時間以内で結ばれている。 

脊振地域 

⾼規格幹線道路

広域道路・地域⾼規格道路 

⾼速バスによる都市間の時間距離 資料：⻄鉄、昭和バスＨP より作成

鉄道(ＪＲ)による都市間の時間距離 
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③国際コンベンション等国際交流事業 
・国際コンベンション開催件数：2010 年福岡市 216 件、東京 23 区（492 件）に次いで全国で２位。 

・会場別の国際会議開催件数：九州大学 82 件(全国 1位)、福岡国際会議場 25 件、アクロス福岡 15

件。 

・国際会議の会場は充実、海外の人材との知的交流が進められている。 

・交流イベント：福岡・佐賀両県の国際交流協会による交流活動、福岡市：アジアマンス、アジア

美術館、アジアフォーカス福岡映画祭、福岡アジア文化賞、佐賀市：佐賀インターナショナルバ

ルーンフェスタなど。 

・数多くの多文化理解、国際交流のための取り組み：福岡市のアジア・太平洋こども会議は、アジ

ア太平洋各地から招聘した海外 40 か国からのこども達と日本のこども達・家族・市民が出会い触

れ合い互いの文化や価値観を共有しあえる事業などを実施している。 
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（件）図表 3-18 都市別国際会議開催件数

図表 3-19 会場別国際会議開催件数

資料：日本政府観光局（JNTO）調べ 

資料：日本政府観光局（JNTO）調べ 
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（５）都市・居住環境 

①居住環境 
○温暖な気候 

・脊振地域の南北にある糸島市前原、佐賀市のこの 30 年間の月別平均気温は 6～28℃と温暖な気候

である。 

○安価な居住コスト 

・福岡・佐賀の用途別平均地価は三大都市圏と比較して低い。 

 

図表 3-21 都道府県・⽤途別平均地価 

資料：国土交通省「平成 22 年都道府県別地価調査」 

図表 3-20 背振地域の南北地域の 30 年間の平均気温・降⽔量

資料：気象庁データベースより作成 
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○豊富な住宅ストック 

・脊振地域を取り巻く都市は、福岡市を始めとして多様な都市が 20 キロ圏内に立地。 

・民間賃貸住宅ストックは、北部地域の 115 千戸を筆頭に多数の集積。 
 

図表 3-22 地域別賃貸住宅⼾数(公営住宅除く) 単位:⼾ 
地域 北部地域 東部地域 南部地域 西部地域 

賃貸住宅数 115,130 95,870 34,740 5,620

資料:平成 20 年住宅・土地統計調査 

※北部地域:福岡市城南区、早良区、西区、那珂川町、糸島市、唐津市 東部地域:福岡市南区、春日市、大

野城市、鳥栖市 南部地域:佐賀市、小城市 西部地域:伊万里市、武雄市 

 

○地震の状況 

・全国の中で、これまでの実績では地震の少ない地域である。 

・今後 30 年以内に震度６以上の揺れに見舞われる確率37の地域分布によると、脊振地域は、確率 3％

と 0.1％以下の地域にまたがっている。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

                             
37 地震調査研究推進本部地震調査委員会「全国地震動予測地図」（2010） 

資料：気象庁「震度データベース検索」より集計 

図表 3-23 震度別地震回数 ※集計期間 1926 年 4 ⽉ 1 ⽇〜2010 年 3 ⽉ 31 ⽇ 
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②医療・教育環境 
○多言語対応の医療機関 

・福岡市、筑紫地域、糸島地域の外国語対応可能な医療機関：英語 1,726 施設、中国語（北京・広

東・台湾）63 施設、スペイン・ポルトガル語 20 施設、韓国語 58 施設 

・佐賀県の外国語対応可能な医療機関：英語:171 施設、韓国語 3施設、中国語 1施設、スペイン語・

ポルトガル語 1施設、フランス語 1施設 

・脊振地域に隣接する都市に外国語対応可能な医療機関が立地。 

○教育機関 

・福岡市には地域の行政・経済界の協力により、外国人子弟のためのインターナショナルスクール

が設置されている。 

 

 

○米国の学校公認機関である WASC 認可、文部科学省から私立学校法人として認可。 

・1990 年(平成 2年)早良区百道新校舎完成。学校敷地は福岡市の無償貸与。学校法人福岡国際

学園を設立、福岡インターナショナルスクール開校。 

・2003 年(平成 15 年) 日本の大学受験資格が認められる。 

・2007 年(平成 19 年) 国際バカロレア・ディプロマ・プログラム認可 

○対象 

・幼児科(PK 3-4 歳児)、幼児科(K 5 歳児) 

・初等科（1～5年生）、中等科（6～8年生）、高等科（9～12 年生） 

○学費 

・入学申込金： 10,000 円 (1 回の申込につき／再入学の際も必要) 

・入学検定料： 20,000 円 (試験の必要な生徒のみ) 

・入 学 金：250,000 円 (生徒 1人あたり) 

・諸 費 用：施設費 50,000 円／年、傷害保険費 3,000 円／年 

・授 業 料：幼児科(PK 3-4 歳児)：1,120,000 円／年  

幼児科(K 5 歳児)～6年生：1,220,000 円／年 

7 年生・8年生：1,320,000 円／年 

9 年生～12 年生：1,420,000 円／年 

図表 3-24 福岡インターナショナルスクール概要 
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③観光・レクリエーション環境 
○九州の雄大な自然や歴史文化施設 

・日本三大松原の一つでもある「虹ノ松原」、有明海の干潟、玄海国定公園、阿蘇山など、雄大な

自然環境。 

・九州には全国源泉数の 36%を占める温泉。 

・歴史・文化等の観光資源が各地に点在、来訪者が地域の歴史、自然を楽しむことが可能。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-25 九州における 
史跡、景勝地等 

図表 3-26 国定・国⽴公園、 
特別天然記念物 
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図表 3-27 九州における伝統⽂化・芸能
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④エネルギーへの取り組み 
○多様なエネルギー資源の活用 

・九州では、太陽熱利用、太陽光発電や風力発電などの新エネルギー分野に多くの導入実績 

・全国の太陽光発電量の３割を占める九州 

 

 

 

図表 3-28 九州における主要エネルギー施設



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．構想実現へのステップ 
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４．構想実現へのステップ 

（１）実現へのステップ 

構想の具体化において、今後必要と考えられる地域の取り組みについて、４ステップ（サイト選

定まで、計画策定、建設期、施設完成後）に分けて整理した。 

 

図表 4-1 構想実現の各ステップ 

 地域の取り組み 

◇サイト選定まで 

○地域の取り組み・構想のＰＲ 

・政府、国内外関連研究機関、研究者、各国政府へのＰＲ活動 

・九州、地域へのＩＬＣ構想の周知活動 

○立地後の具体的な取り組みの実施について検討 

・地域の産学官による検討組織 

・先端技術開発活用のための企業協議会等の設置 

・構想の提案事業の実現可能性の検証 

◇サイト選定後 

建設着工まで 

○全体計画の策定と地元の調整 

・政府主導の整備連絡協議会（各国政府間）への参加 

・ＩＬＣ研究所と地域の情報連絡調整会議設置 

・建設計画区域の地元調整 

○国内外への情報窓口 

・外国人向けワンストップサービス組織の設置 

・計画の地域ＰＲ活動 

◇建設着工から 

研究所稼働まで 

○建設の円滑な推進への支援 

・ＩＬＣ研究所の地元立地の支援 

・計画地域との情報連絡調整会議 

・国内外の関係者の滞在・居住サポート 

○国内外への情報窓口 

・計画の地域ＰＲ活動、視察等の受入れ 

◇研究所稼働後 

 

○施設の円滑な運営の支援 

・施設運営協議会等への参加による情報交流 

・従業者・家族の滞在・居住支援サービス 

○施設活用による地域貢献への取り組み 

・国内外への情報提供によるＰＲ活動への協力 

・施設見学、視察等受入の支援 

・地域の学校等との連絡会議の設置 
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（２）地域の取り組み 

前項の構想実現へのステップを踏まえ、立地地域と周辺地域では、次のような取り組みを進める

ものとする。 
 

①産学官の推進体制 
・大型の国際研究機関の立地は、日本で初めてのものであり、国としての推進活動はもとより、地

域の経済界、学界、行政が一体となって協力、推進することが必要である。 

・特に、経済界においては、ＩＬＣ研究所における基礎研究のための先端技術開発成果の技術移転

や共同開発的調達による技術力の向上が、地域産業の発展に寄与することを重視し、技術開発成

果の活用に向けた活動など、体制づくりを早急に構築することが必要である。 
 

②地域の理解 
・ＩＬＣ研究所の立地により、多くの外国人が滞在・居住する。このことにより地域の国際化が進

み、多文化共生の地域づくりが求められる。そのため、本構想やＩＬＣ関連情報の発信により、

受け皿となる地域を含めて、九州全体のプロジェクトとして周知と理解を拡大していく必要があ

る。 
 

③世界の研究者、⼤学、研究機関へのＰＲ 
・世界のサイト候補地の中から１カ所が選定される。選定方法については、政府間協議などを経て

決定されることとなるが、実際にＩＬＣ研究所設置・運営に携わる多くの海外研究者、研究機関

へのアピールにより、当地域への賛同、応援団を拡大していくことが必要である。 

 

（３）特区制度等の活⽤ 

ＩＬＣ研究所は、ＩＴＥＲ特権免除協定と同様の取り決めにより、関税、消費税、所得税や出入

国などに関して特権が付与されることが見込まれるため、一種の特区となる。 

円滑な研究の実施や、成果還元の拡大といった視点からは、これらに加え、次のような制度簡素

化等の検討を進めることが必要となる。 
 

○滞在・居住支援 

・知的交流の拡大に向けて、ＩＬＣに関わる外国人・家族の滞在資格等の緩和。 

・ＩＬＣ研究所のスタッフや家族、ユーザーの滞在、居住、就労、就学等、様々な面での円滑な手

続き・簡素化を図る。 
 

○開発に関する許認可等の規制 

・サイト選定後、計画・工事・運営の円滑な推進に向けて、既存の都市ストック活用に加えて、用

地の取得、土地利用の変更、都市計画の規制、手続きの簡素化など、規制緩和の適用。 
 

○インフラ整備推進 

・国を越えた世界プロジェクトであり、ホスト国として国策としての優先的な予算付けと執行、立

地地域の自治体への財政的なバックアップなどによる、道路や上下水道等の新たなインフラ整備

の推進等を特別立法等により実施。 
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○優遇措置 

・関連施設の立地促進に向けた優遇措置として、国内外の研究機関の立地や、新たな企業立地を推

進するため税制上の特例（法人税、所得控除、等）の導入。 

・ＩＬＣに海外から導入される先端的な設備機器等の円滑な輸入システムの導入。 

 

（４）関連する法規制について 

ＩＬＣ研究所立地が決定した場合、想定される様々な法的規制がある。また、施設工事から運営

段階においても、周辺との関係、エネルギー関係など自治体の開発規制等との関連が深い。 

 

①⼀般的⼯事の構成 
・地下トンネル、アクセストンネル・道路等の土木工事、地下内部での施設建築工事、地上での施

設工事など 

・土木・建築工事においては工事段階での仮設用地の確保が必要 

・工事用車両のアクセス道路、トンネル工事の大量な土砂処理方法 

 

②計画・整備に関わる規制等 
○用地・補償に関わる点 

・地下ルートに関係する地上権利・トンネル坑口の用地など、土地の権利関係の調査（用地買収、

区分地上権設定、地権者への補償関係、等の有無） 

○環境アセスメント 

・環境アセスメント等、関係する県との協議（地上の開発規模、道路事業等、開発規模と内容によ

って異なる） 

・国際プロジェクトでもあり、環境への影響評価を行うことが望まれる。 

○山間部での法的規制の把握 

・山岳地帯となる開発区域の法的規制の把握 

・森林法、自然公園法、自然環境保全法、鳥獣特別保護、美観風致保存に関する法律、等 

○開発に伴う権利調査 

・水利権、鉱業権の有無など 

○都市計画、地域開発等での規制把握 

・農地法、農業振興地域の整備に関する法律 

・都市計画法（市街化区域、市街化調整区域、用途地域、等） 

・都市公園法、集落地域整備法、文化財保護法 

○災害防止に関わる法律の有無 

・河川法、砂防法（砂防地区）、地すべり等防止法、宅地造成等規制法、急傾斜地区域 

○施設運営において特に環境保全に関わるもの 

・大気汚染防止法、水質汚濁防止法、河川法、土壌汚染対策法、騒音規制法 

・廃棄物処理、建設リサイクル法 

・加速器運転において発生する放射線の影響（地下水、周辺） 
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○高圧ガスに関する規制 

・高圧ガスの使用において、製造や消費に関わる設備内容によって、県の判断となる。 

 

③その他の条件 
○エネルギーに関して 

・電力需要は、第一期 220～230 ㎿、最終的には 300 ㎿を想定 

・変電所、送電線からの新たな送電線の設置が必要 

・計画施設への送電は、工事の時点から準備が必要、自家発電等電力確保の検討 

・消費電力により発生する排熱の利用、トンネル湧水の水資源も含め、熱利用サイクルの検討 

○情報通信設備 

・世界の研究者、研究機関との高速情報基盤が必要 

○滞在支援 

・計画段階から工事、運営に至る各段階での流入者に対する滞在支援サービス 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 国際リニアコライダーの概要 
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参考資料 国際リニアコライダーの概要 

（１）国際リニアコライダーの特徴 

①プロジェクト概要 
○ＩＬＣとは 

・国際リニアコライダー（ＩＬＣ：International 

Linear Collider）は、史上最大で最高エネルギーの

次世代の電子・陽電子衝突加速器である。 

・ＩＬＣは、国内でも数台しかない先端大型加速器を

凌ぐ、世界最先端の超大型加速器であり、ビッグバ

ン（宇宙の始まり）直後の状態（１兆分の１秒後）

を再現できるものである。 

・つまり、いまだに謎に包まれている宇宙像を解き明

かす力を秘めた加速器であり、万物の質量の起源と

される「ヒッグス粒子」の性質の解明や「超対称性

粒子」など未知の粒子の性質の解明により、宇宙創

成の謎の解明につながると期待されている。 

○ヒッグス粒子発見後の実験 

・現在、ＣＥＲＮは 円形加速器（周長約 27km）の大型ハドロン衝突型加速器（ＬＨＣ）を用いて

「ヒッグス粒子」の発見等を目指す実験を行っている。 

・「ヒッグス粒子」が発見されても、ＬＨＣでは精密測定が困難であるため、詳細な測定が可能であ

るＩＬＣによる実験が必要とされている。 
 

 

○ＩＬＣの仕組み 

・ＩＬＣは、全長約 30km(将来計画 50 ㎞)を超える地下の直線トンネル内に、精密な高真空ビーム

パイプのシステムを持つ先端研究機器である。 

・このビームパイプの一方から電子ビーム、もう一方から陽電子ビームを入射して、ほぼ光速まで

加速し、中央部で正面衝突させることで、ビッグバン直後と同じ高エネルギー状態をつくりだし、

参考図表-１ ＩＬＣ概略図 出典：A TECHNICAL PROGRESS REPORT

（C)Shigemi Numazawa
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その瞬間に発生する素粒子を測定・解析することで、宇宙の起源解明を目指している。 

・ＣＥＲＮのＬＨＣは周長 27 ㎞のトンネルに建設された円形加速器であり、陽子ビームを加速し正

面衝突させるが、陽子自体が複合粒子であるため、その反応は複雑であり、精密な測定は容易で

はない。 

・ＩＬＣは、素粒子である電子と陽電子を加速して衝突させる直線加速器であるため、非常にクリ

アな反応を見ることができる。 

・つまり、ＬＨＣは未知の領域を上空から俯瞰することが可能で、ＩＬＣは優れた精度でその俯瞰

図にズームインすることができるものである。 

○ＩＬＣへの期待 

・素粒子物理学は人間の知的好奇心を駆り立て、ＩＬＣは優秀な人材を引きつけ、次世代の科学者

やエンジニアの育成が期待されている。 

・これまで、基礎研究がもたらした知識が、世界の文化と経済を変容させてきたように、ＩＬＣの

建設と運営が、科学と産業の双方に大きな果実をもたらすことが期待されている。 

○国際プロジェクトとしての位置づけ 

・ＩＬＣの成果は人類共通の財産となることが期待されるが、巨額の経費と長期間を要する計画で

あるため、１ヵ国だけでは実施できない計画であり、国際協力によって進めていくことが必要と

されている。 

・世界中の 300 の研究機関が関わっている。 

・加速器設計・開発：約 700 名、測定器の設計・開発：約 900 名 
 

 

参考図表-2 ＩＬＣのサイト候補地 

ロシア 

◇候補地の条件  

・電力（特高送電線・電力潮流安定性） 

・地質（特に活断層がないこと、振動が小さいこと等）  

・世界から交通アクセス・輸送 等 

アメリカ  
スイス 

⽇本(北上)
⽇本(脊振) 
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③これまでの取り組み 
○概念設計書・建設運営コスト 

・2007 年 8 月、研究者グループよりＲＤＲ38と建設コストが発表された。 

・建設費用は約 66 億ドル（発表当時のレートで約 7,700 億円。運営費・土地取得等の経費は含まな

い) 

・建設期間７年、実験期間 20～30 年、年間運転経費 1.5～2.7 億ドル(約 180～320 億円)、必要電力

約 23 万 kW。 

○国際リニアコライダー計画をめぐる動向 

・2007 年にＲＤＲが発表されて以来、各国の研究者レベルで技術的な詳細設計活動を実施中。2012

年内のＴＤＲ39完成を目指している。 

 

参考図表-3 ＩＬＣのこれまでの取り組み 
世界の動き 日本の動き 

1965 年 Maury Tigner(コーネル大学) 

リニアコライダーの発案 

1980 年代半ば 各国での研究開始 

1984 年 日本においてリニアコライダーの研究開始 

1997 年 ＡＣＦＡ40は日本主導による計画推進の声明 

ＫＥＫにリニアコライダー計画推進室 

 

2002 年 ＩＣＦＡ41 のもとに国際リニアコライ

ダー運営委員会（ＩＬＣＳＣ）発足 

2004 年 日米欧「国際将来加速器委員会」ＩＬＣ

の基本技術を決定(超伝導技術採用) 

2005 年 ＧＤＥ(国際共同設計チーム)設置 

ＩＬＣ基本構成仕様完成 

2001 年 ＡＣＦＡ声明「アジア太平洋地域へのリニアコライダ

ーを表明」、リニアコライダー推進委員会 発足 

2002 年 ＪＬＣ国際化委員会42報告書 出版 

2003 年 ＪＬＣ計画をＧＬＣ計画へ GLC Project Report 出版

政府省庁関係者の非公式会合ＦＡＬＣ(Funding 

Agencies for Linear Collider)活動開始 

 

2007 年 ＲＤＲ作成 

2008 年 ＣＥＲＮ・ＬＨＣ43稼働 

 

2009 年 SB200944シングルトンネル構想 

2006 年 自民党「リニアコライダー（先端線形加速器）国際研

究所建設推進議員連盟」設立 

2008 年「先端加速器科学技術推進協議会（ＡＡＡ）」成立 

政界、産学官を中心に、38 研究機関、企業 84 社参加。

超党派「リニアコライダー（先端線形加速器）国際研

究所建設推進議員連盟」設立 

 

 

 

 

2011 年 ＧＤＥ中間報告書 (Technical 

Progress Report) 完成 

2012 年 ＴＤＲ完成（予定） 

2013 年 世界研究者「プレＩＬＣ研究所（仮称）」

設立予定 

2010 年 「学術研究の大型プロジェクトの推進について」（科

学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 

学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会） 

日本物理学会で脊振、北上の 2 地点が日本における

有力な候補地であることが発表 

2011 年 民主党科学技術イノベーション推進調査会、自由民主

党科学技術創造立国調査会、宇宙・海洋開発特別委員

会合同会議等において日本への誘致の決議・提言、

衆・内閣委員会 、参・外交防衛委員会等で積極的な

取組を求める議論 

2015 年頃 各国政府協議・サイト選定 

サイト選定後：建設期間：7～10 年 第１期運用期間：10 年程度 

                             
38 Reference Design Report：概念設計書 
39 Technical Design Report: 技術設計書 
40 加速器将来計画アジア委員会 
41 ICFA：International Committee for Future Accelerators 1976 年設立 
42 高エネルギー加速器研究機構に組織された委員会。日本にリニアコライダー建設の場合の組織・課題等を検討 
43 Large Hadron Collider(大型ハドロン衝突型加速器) 
44 Strawman Baseline 2009 Report 
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○日本の取り組み 

・ＩＬＣは 1960 年代に発案され、1980 年代半ばから各国での研究は本格化した。日本では 1984 年

から研究が開始された。ＫＥＫ研究者等による自主的な取組みにより、高品質なビームの発生技

術等の要素技術の研究開発が開始された。 

・日本では、政界、産学官において日本誘致への体制が早くから整えられ、2006 年 6 月、自由民主

党国会議員による「リニアコライダー（先端線形加速器）国際研究所建設推進議員連盟」設立。

2008 年 6 月、三菱重工業など企業 84 社、38 の研究機関など政界と産学官からなる「先端加速器

科学技術推進協議会（ＡＡＡ）」設立、続けて 8月に超党派による「リニアコライダー（先端線型

加速器）国際研究所建設推進議員連盟」設立された。 

・2011 年 7 月、民主党科学技術イノベーション推進調査会（会長：川端達夫議員）の「科学技術イ

ノベーション政策の基本的な推進方針」中間とりまとめにおいて、東日本大震災の復興支援策と

して、「ＴＯＨＯＫＵ国際科学技術研究特区構想（国際リニアコライダー等）の実現に向け一層努

力する」と提言。また自由民主党科学技術創造立国調査会、宇宙・海洋開発特別委員会合同会議

においても、「国際リニアコライダー計画の日本への誘致の推進について」決議（2011 年 8 月 26

日）されるなど、オールジャパンの推進体制が作られた。 

・一方、実現に向けた課題としては、2010 年 10 月「学術研究の大型プロジェクトの推進について

（審議のまとめ）」（科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 学術研究の大型プロジ

ェクトに関する作業部会）において、「ＣＥＲＮのＬＨＣの成果等を踏まえ、高エネ研Ｂファクト

リー高度化の終了後の計画として位置づけるべきであること。また、長期に及ぶ高額な計画であ

り、関連コミュニティ及び社会や国民のさらなる理解が得られるよう努力が望まれる。」という指

摘もある。 

○今後の予定 

・すでにＩＬＣの実現を目指し、世界の研究者・大学院生 1,000 人以上の研究者が取り組んでいる。

2004 年、日米欧等の研究機関からなる国際将来加速器委員会がＩＬＣの基本技術を決定し、現在、

国際共同設計チームが加速器と測定器の設計に取り組んでいる。 

・2012 年には加速器の技術設計報告書ＴＤＲがまとまり、2013 年には世界の研究者により「プレＩ

ＬＣ研究所（仮称）」の設立が検討されている。この後、候補地選定、研究所運営計画等を 2015

年頃に策定など、ＩＬＣ計画について各国の合意形成を進めることとなる。 
 

  

 参考図表-4 地球の弧に沿って掘られるＩＬＣトンネルイメージ 
資料：2007 年９⽉第 16 号 ILC 通信 (⾼エネルギー加速器研究機構リニアコライダー計画推進室)より 
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（２）ＩＬＣの研究から様々な技術の誕⽣ 

①ＩＬＣは何を解明するのか 
・物質を分解すると、分子、原子、原子核・電子と分けられていき、現時点では、クォーク、電子

などが基本構成要素と考えられている。 

・これらの基本構成要素の間に働く自然界の力は、４種類の力に分類できる。「重力」、「電磁気力」、

「弱い力」、「強い力」である。例えば、「強い力」はクォークを結合させ、陽子や中性子、中間子

などを作る力である。強い力はクォークの「色」という状態に対して働くことから「色の力」と

も呼ばれる。 

・物理の世界で、この４つの力をまとめて統一的な方程式で説明しようという試みがなされている。

これが力の統一理論である。この力の統一理論を完成させると、宇宙の歴史の中で、力が「進化」

した過程が明らかになる。 

・しかし、アインシュタインは、重力と電磁力の統一に失敗、重力を含めたすべての力を統一する

超大統一理論も未完である。 

・ＩＬＣは、宇宙の始まりビッグバン直後の状態（１兆分の１秒後）を再現できるものであり、謎

に包まれている宇宙像を解き明かす力を秘めた加速器である。 

 

水 水分子 酸素原子 陽子

クォーク電子

力の大統一

ビッグバン

電弱力の統一
弱い力

電磁気力

強い力

重力

ＩＬＣが見る世界

宇宙
誕生

10‐11秒10‐36秒10‐44秒

ニュートリノ

原子核・
クォーク

銀河

原子・分子

全ての粒子が
光速で運動

光速より遅い

真空の
相転移

光速で運動

光子
クォーク

レプトン
ウィーク
ボゾン

ヒッグス粒子の海

光子はヒッグス粒子と相互作用しないため質量がゼロのまま。
クォークなどはヒッグス粒子と相互作用するため質量を獲得。

全ての素粒子は質量（動きにくさ）を持たない。

参考図表-6 ４つの⼒ 

参考図表-5 物質の構造 
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宇宙
誕生

37万年３
分

10-5秒 91億年 137億年

陽子・中性子
の生成

軽元素
合成 原子の

誕生 地球の
誕生

人類の
誕生

５億年

最初の
銀河形成

参考図表-7 宇宙年表 

参考図表-8 ＩＬＣで開発される最先端技術による周辺産業等への波及

資料：平成 24 年 1 ⽉先端基礎科学次世代加速器研究会 
東京⼤学 素粒⼦物理国際研究センター⼭下了⽒資料より

高周波技術

宇宙ステーション

超高磁場超伝導電磁石
高透磁率フェライト

高度集積技術：
高速、高精度観測装置

ポジトロンCT

スーパーコンピュータ技術：
高速、高精度データ解析

高度コンクリート技術表面処理技術：ナノサイ
ズの超滑らかなビームパ
イプ

セキュアネット技術：
加速器の海外からの遠隔操作

高度トンネル掘削技術ロボティクス：遠隔操作

電力輸送：
２００メガワットの大電力

高度溶接技術:30キロの
超高真空度の確保

高度土木・建築技術:
30キロの平面性の確保

ナノメートル制御技術

高度鋳造技術

リモートセンシング

高度メッキ技術

粒子線がん治療
新交通システム

超高真空

Ｘ線透視装置

核廃棄物
分離処理技術

超伝導空洞、精密加工
大出力高周波クライストロン

病気の早期発見

Ｘ線自由電子レーザー
次世代放射光ＥＲＬ

次世代カメラ

たんぱく質の解析
新薬の製造

新光学素子
新電子回路

エネルギー・環境医療 生命科学 新機能材料・部品の創出 情報・通信 計量・計測

新素材

（C)Shigemi Numazawa

次世代通信機器

参考 ＩＬＣで使われるために開発される重要な技術 
○ＩＬＣの研究と開発技術 

・高性能の加速器ＩＬＣには、数多くの高度な先端技術が必要とされ、高エネルギーに加速するために使われ

る「超伝導高周波加速空洞の技術」、加速された粒子の衝突反応を記録する「測定器技術」、ビームをナノサ

イズまで絞り込み、「ナノの精度で制御する技術」など、プロジェクト全てが、挑戦的技術の集合体と言わ

れる。 

・コンピュータ技術では、ＩＬＣに必要なデータ転送速度は、全世界の通信量に匹敵する程膨大なもので、最

先端のコンピュータ技術や通信技術、グリッド・コンピューティング技術が重要な役割を果たし、技術開発

が継続して進められる。 

○ＩＬＣで開発される技術の応用例 

・医療分野では、ガンの早期診断ツールである「陽電子放出断層撮影(PET)」は、反粒子の研究から生まれ、

臓器内におけるがん病巣の視覚化を実現した。粒子線をがん等の部位にあてる放射線治療法の一つ「粒子

線療法」は、治療の困難だった部位の治療で高い効果があがっている。ＩＬＣの「超伝導高周波加速技

術」の応用により、検診・診断、治療装置の小型化や消費電力の削減が可能と言われている。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 都市構想研究会 
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参考資料 都市構想研究会 

本構想は、脊振地域がＩＬＣ研究所の候補地となったことを受け、目指すべき国際都市像を明ら

かにするため、地域の産学官が一体となって策定したものである。 

構想策定にあたっては、九州大学、佐賀大学の５名の先生方による研究会において検討が行われ

た。また、検討に際して、福岡県、佐賀県、九州大学、佐賀大学、九州経済連合会が事務局として

参画した。 

◆研究会委員 
 座⻑ 坂井 猛 九州⼤学新キャンパス計画推進室・⼤学院⼈間環境学府 教授 
  塚原 健⼀ 九州⼤学⼯学研究院  教授 都市システム⼯学 
  ⾼⽥ 仁 九州⼤学経済学研究院 准教授 産業マネジメント部⾨ 
  三島 伸雄 佐賀⼤学理⼯学部 准教授 都市⼯学科 
  ⼾⽥ 順⼀郎 佐賀⼤学経済学部 准教授 経済システム課程 
◆事務局 
  ⽥代 裕靖 福岡県商⼯部 新産業・技術振興課 課⻑  
  ⽔⾕ 育弘 新産業・技術振興課 参事補佐 
  ⽶澤 英彦 新産業・技術振興課 ＩＬＣ担当主査 
  福⽥ 敦弘 新産業・技術振興課 ＩＬＣ担当 
  森  満 佐賀県農林⽔産商⼯本部新エネルギー・産業振興課 
   基礎科学・新領域振興室 室⻑ 
  ⿃井 真由美 基礎科学・新領域振興室 副室⻑ 
  野⽥ 亮 基礎科学・新領域振興室 主査 
  ⼩塩 正⼰ (社)九州経済連合会 企画管理部 部⻑ 
  ⼤庭 康嗣 (社)九州経済連合会 企画管理部 課⻑ 
  井上 研三 九州⼤学・佐賀⼤学ＩＬＣ推進会議 
   九州⼤学理学研究院 教授 物理学部⾨ 
  川越 清以 九州⼤学・佐賀⼤学ＩＬＣ推進会議 
   九州⼤学理学研究院 教授 物理学部⾨ 
  杉⼭ 晃 九州⼤学・佐賀⼤学ＩＬＣ推進会議 
   佐賀⼤学理⼯学部 教授 物理科学科 
◆調査機関 
  ⼭辺 眞⼀ (株)よかネット  
  本⽥ 正明 (株)よかネット 
  原  啓介 (株)よかネット 
  上⽥ 紘平 (財)九州経済調査協会 調査研究部 
 

◆開催経過 
  第 1 回 2011 年 9 ⽉ 21 ⽇ 福岡市 
  第 2 回 2011 年 10 ⽉ 26 ⽇ ⿃栖市 
  第 3 回 2011 年 12 ⽉ 13 ⽇ 福岡市 
  第 4 回 2012 年 1 ⽉ 18 ⽇ 佐賀市 
  第 5 回 2012 年 2 ⽉ 17 ⽇ 福岡市 
  第 6 回 2012 年 3 ⽉ 9 ⽇ 福岡市 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 
 
福岡県商工部新産業・技術振興課 
〒812-8577 福岡県福岡市博多区東公園 7ー7 

TEL：092-643-3449 FAX：092-643-3436 
 
佐賀県農林水産商工本部新産業・基礎科学課 
〒840-8570 佐賀市城内 1丁目１－５９ 

TEL：0952-25-7129 FAX：0952-25-7282 


